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本書では防災訓練の実施や資器材購入補助金など、自主防災組織の活動に関係する 
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１ 自主防災組織について                            

 
『自主防災組織』では、日頃から災害に備えた訓練の実施や啓発活動の推進等にて、

地域の防災力向上に努めていただきますようお願いします。 
また、大規模な災害が発生した際に、混乱の少ない避難所開設・運営ができるよう

『避難所運営会議』の班長・班員を中心として、避難所の開設・運営に向けた訓練の

実施や運営マニュアルの協議等、組織的な活動を日頃から行うことが重要となります。 
 
【活動や連携のイメージ】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ａ町会 自主防災組織 

 
○○学校避難所運営会議 

川崎市災害対策本部 

 

中原区本部 

避難所の運営 

地域内の防災活動 
（訓練の実施、啓発活動 など） 

Ｂ自治会 自主防災組織 

 

避難所の運営 

地域内の防災活動 
（訓練の実施、啓発活動 など） 

 
 自主防災組織は、地域内の防災活動を 
中心としながら、地域の避難所運営にもご

協力をお願いします。 
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（参考）自主防災組織の役割について 

 
日頃からの災害への備えに加えて、特に災害発生直後にはさまざまな活動が必要です。自主防

災組織には、情報連絡・避難誘導・救出救護・初期消火・給食給水など、地域を守るための役割

があります。 
 
 

 

協働による避難所の開設・運営 

 
・避難所の安全確認  ・避難者スペースの確保 
・避難者の受付 ・食料、飲料水、毛布等の確保 
・応急救護活動 ・避難所の清掃やトイレの管理 
・避難所内外の情報伝達 
・避難所生活のルール作成   など 

 

 
施設 

管理者 

 
川崎市 

自主防 
災組織 

平常時の活動 

・炊出し訓練の実施 
・応急給水拠点の確認 
・炊事器具の備蓄、管理 

・火の用心の徹底 
・初期消火訓練の実施 

情報連絡 

避難誘導 

給食給水 

初期消火 

救出・救助 
救護 

災害時の活動 

・防災関係機関からの情報を 
住民に素早く的確に伝達 

・被害状況や必要な支援調査 

・避難経路の安全確認 
・避難の呼びかけ・誘導 
・災害時要援護者の避難誘導 

・家屋倒壊などからの救出 
・負傷者の応急手当 
・救出などの協力呼びかけ 

・出火防止の徹底 
・初期消火活動の実施 
・消防などの指示に従い協力 

・炊出しや給水活動 
・食料や飲料水、生活必需品 
 の確保、配布 

避難所での活動 

自主防災組織の役割 

・防災パンフレットの回覧 
・防災に関する知識の普及 

・地域内の危険な場所の確認 
・避難経路や避難場所の確認 
・災害時要援護者の把握 

・応急手当や救出活動の訓練 
・救出資器材や医薬品などの 
備蓄、管理 
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２ 訓練の実施、助成金・補助金について                            
 
（１）防災訓練の実施 ⇒ ４～１０ページ 

防災訓練を自主防災組織で行う際、区役所に届出書をご提出いただきます。 
消防署や日本赤十字等による指導は区内で１日１件までとなります。急な日程

変更により他の自主防災組織と実施希望日が重なる場合、指導機関による指導が

できない可能性もありますので、予備日を設けることをおすすめします。 
 
（２）アルファ化米、飲料水等 ⇒ ５、１１～１２ページ 

区役所から訓練実施者に対して次の備蓄物資を提供します。 
訓練実施者は、区役所に使用申込書を提出するとともに、区役所まで物資の引

き取りに来ていただきます。 
数に限りがあり、ご希望に添えない場合がありますのでご了承ください。 
 

・アルファ化米（わかめ御飯）１箱 50 食用大袋 
・アルファ化米（わかめ御飯）１箱１食用×50 袋 
・おかゆ １箱 50 食 
・飲料水 １箱 500ml×24 本 

 
（３）自主防災組織活動助成金交付の申請 ⇒ ６、１３～２２ページ 

自主防災組織で行った防災訓練や防災啓発活動に対して助成金を交付していま

すのでお申し込みください。 
 
（４）防災資器材購入補助金交付の申請  ⇒ ２４～６０ページ 

自主防災組織で防災資器材を購入する際の補助金制度があります。市で定めて

いる品目・上限額の範囲内で購入金額（実費負担額）の２分の１（百円未満は切

り捨て）以下の額が補助されます。 
ただし、工事費や配送料など物品の購入にかからない費用は対象外となります。 
また、補助金額には上限額がございますのでご了承ください。 
 

（５）避難所運営会議促進助成金の申請  ⇒ １０５～１０９ページ 
会議や訓練を実施した際に要した経費（物品、啓発品、切手、事務用品の購入

経費）を助成します。助成金額は、１年度当たり１万５千円を上限とします。 
 
 
 
 

書類作成上の注意点 

  修正液・修正テープを使用した訂正は不備扱いとなります。 
  申請書や請求書などの代表者氏名及び印鑑は同一にしてください。 
  振込先口座の情報は、通帳記載のとおり正確に記入してください。 
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３ 防災訓練について                          

 

（１）手続きの流れ 

自主防災組織 中原区役所危機管理担当 中原消防署 

【①日時等の相談】 

 

 

 

 

 

 

【②届出書の提出】 

 

 

 

 

 

 

【⑥対応可否の確認】 

 

 

【⑦詳細な訓練の打ち合わせ】 

 

 

 

 

【⑧助成金交付申請書等の提出】 

 

 

 

 

 

※訓練後、１か月以内に提出 

 

【⑪決定通知・助成金の受領】 
（２１ページ） 

 

 

 

 

 

 

 

【③届出書の受理、送付】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【⑨申請書等の受理・審査】 

 

 

 

 

 

 

 

【⑩申請書等の受理・審査】 

 

 

 

 

 

 

 

【④届出書（写）の受理】 

 

 

 

 

 

 

【⑤対応可否の回答】 

 

 

⑦詳細な訓練の打ち合わせ】 

 

 

 

 

 

・訓練内容を確認 
・届出書（写）を中原消防署へ

送付 
・ＡＥＤ・三角巾講師等調整 

・自主防災組織活動助成金交
付申請書（13 ページ） 

・自主防災組織活動助成金交
付請求書（15 ページ） 

・訓練当日の写真（訓練内容が
わかるもの） 

・振込先の通帳の写し 

訓練実施 

※訓練でアルファ化米等を使用する場合、区役所担当者と区役所での受取日を調整して下さい。 

・訓練の窓口になっている担当

者の方に対応可否を回答 

区役所危機管理担当へ連絡

（℡:744-3141） 
『日時、訓練内容』をご相談く

ださい。 

・自主防災組織地震防災訓練

実施届出書（７ページ） 

・チェックリスト（９ページ） 

・訓練プログラム（任意様式） 

・タイムスケジュール 

・会場の配置図 

・備蓄物資の使用申込書（１１ペ

ージ） 

・対応可否を決定 
・訓練内容を確認 
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（２）各手続きの詳細について 

 
① 日時等の相談 

・訓練等の計画後、中原区役所危機管理担当へ日時、内容等のご相談をお願いします。 

・中原消防署等の指導が必要な場合に、他組織との重複がないかを確認します。 

・中原消防署では、区内警備中の職員（部隊）が訓練指導を担当するため、訓練時間前

後で災害が発生した場合は訓練対応できない場合がありますのでご了承下さい。 

・自主防災組織による訓練件数が増加し、消防署等の指導担当者が全ての訓練に対応

できない状況が懸念される場合は、可能な限り、近隣自主防との合同訓練や避難所

運営会議単位での実施をお願いします。 
 

 

 
 
○訓練予備日は、起震車の予約を受付しません。 

起震車は川崎市で２台しか所有しておらず、中原区内における年間の使用回数

は、自主防災組織の訓練を含めて 30 回程度と上限が決められています。 

なるべく多くの方に地震体験を経験していただくための措置ですので、ご理解

くださいますようお願いします。 
 

 

【訓練内容支援メニューについて】 
 

防災訓練や啓発活動に当たっては、次の支援メニューがありますので、ご検討ください。 
・ ＨＵＧ（避難所運営ゲーム）                ６１ページ 
・ 児童向けの「なかはら防災紙芝居」             ６２ページ 
・ 防災の一般的な知識を学ぶ「ぼうさい出前講座」       ６６ページ 
・ 防災に係る映像の上映ソフトの貸出「ぼうさいライブラリー」 ７３ページ 

 

② 届出書の提出 
 

・『自主防災組織地震防災訓練実施届出書』（以下「届出書」）及び『自主防災組織防災

訓練チェックリスト』（以下「チェックリスト」）を、最低でも７日前（放水訓練を実

施する場合はなるべく２か月前）までに危機管理担当へご提出ください。 

・実施日時、実施場所、訓練内容、必要な資器材（誰が準備するのか）、指導団体（誰

が指導するのか）をお伝えください。 

・訓練プログラム、タイムスケジュールや会場配置図も一緒にご提出ください。中原消

防署等の指導機関が、指導計画を立てるために訓練の内容や進行手順等を把握してお

く必要があります。 

・炊き出し訓練を実施する場合は、『アルファ化米（わかめ御飯）』『おかゆ』『飲料水』

を使用（賞味期限が近いものを有効活用）することができます。希望される場合は、

届出書と一緒に『防災用備蓄物資の使用申込書』（１１ページ）をご提出ください。

なお、物資は数に限りがあり、ご希望に添えない場合もありますのでご了承ください。 

 

起震車 
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・ＡＥＤ講師の依頼については、区赤十字奉仕団と調整し、ＪＦＥ赤十字奉仕団から派

遣していただいています。本来は、災害時を踏まえ、地域の人材が指導できることが

望ましいことから、地元消防団や訓練経験者の活用もご検討ください。 
・また、ＡＥＤのみ利用する場合は、訓練用ＡＥＤを区役所で貸し出します。 

 

③ 届出書の受理、送付 

・自主防災組織から提出された届出書(写)及びチェックリスト（写）を消防署に送付し

ます。 

 

④ 届出書(写)の受理 

・消防署は届出書(写) 及びチェックリスト（写）の内容を確認し、対応の可否を決定 

します。 

 

⑤ 対応可否の回答 

・消防署は対応の可否を訓練の窓口になっている担当者の方に回答します。 

 

⑥ 消防署との打ち合わせ 

・消防署の対応が可能な場合、自主防災組織は消防署（電話 411-0119）と日程を調整し、

訓練の詳細な打ち合わせをしてください。 

 

⑦ 助成金交付申請書等の提出について 

・次の書類を訓練実施後１か月以内に危機管理担当までご提出ください。 

⇒１か月を超えた場合は「遅延理由書」の提出が必要です。 

○自主防災組織活動助成金交付申請書
．．．

 

○自主防災組織活動助成金交付請求書
．．．

 

○訓練内容等がわかる写真（訓練の様子の全体が写っているもの） 

詳細は下記「自主防組織活動助成金申請書に添付する写真について」を参照。 

〇振込先の通帳の写し 

 

（お願い）「自主防組織活動助成金申請書に添付する写真について」 

 自主防災組織活動助成金を申請する際、訓練の様子が分かる写真を添付して頂いておりますが、

参加人数の分かりにくい写真で申請される方がいます。 

 個別の訓練項目ごとに訓練参加人数が分かりすい写真の添付をお願いいたします。 

●参加人数がわかる写真（全体が写っている写真） 

 

 

 

 

 

このように、広い範囲の写真だと、およその参加人数が分かります。 
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第2号様式 

 

自 主 防 災 組 織 地 震 防 災 訓 練 実 施 届 出 書 

  年  月  日 

 

（あて先）川崎市長 

自主防災組織名                    

住 所                 

代 表 者 

氏 名              ㊞  

 

 地震に係る防災訓練を実施したいので，川崎市地震対策条例第25条第2項の規定により届

け出ます。 

 

実 施 日 時 

   
 

時  分から  

     年   月   日(  ) 

  時  分まで  

予 備 日 時 

  
 

時  分から  

     年   月   日(  ) 

  時  分まで  

場    所 
  

参加予定人員 人    

訓 練 項 目 

□情報の収集伝達訓練 備考 

□消火訓練 

□避難訓練 

□救出救護訓練 

□総合訓練 

□その他 

注 実施予定日の7日前までに届け出てください。 
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第2号様式 

 

自 主 防 災 組 織 地 震 防 災 訓 練 実 施 届 出 書 

  年  月  日 

 

（あて先）川崎市長 

自主防災組織名                    

住 所                 

代 表 者 

氏 名              ㊞  

 

 地震に係る防災訓練を実施したいので，川崎市地震対策条例第25条第2項の規定により届

け出ます。 

 

実 施 日 時 

   
 

時  分から  

     年   月   日(  ) 

  時  分まで  

予 備 日 時 

  
 

時  分から  

     年   月   日(  ) 

  時  分まで  

場    所 
  

参加予定人員 人    

訓 練 項 目 

□情報の収集伝達訓練 備考 

□消火訓練 

□避難訓練 

□救出救護訓練 

□総合訓練 

□その他 

注 実施予定日の7日前までに届け出てください。 
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記載例

危機管理町内会

中原区小杉町３－２４５

会長　　中原　太郎

 令和 ○

なるべく予備日を設定してください。
※起震車については、予備日の予約はできません。

訓練の規模や
指導担当機関の指定などがあれば
ご記入ください

消火訓練⇒　水消火器５本
　　　　　　　　 中原消防署指導
備蓄物資の使用希望　　　　　など

３００

●●●公園（中原区●●町１－１－１）

６

６

10 日

日

００

００

００

００

９

９

１２

１２

訓練プログラム（任意）
を添付してください。

17令和 ○

日付は空欄



自主防災組織防災訓練チェックリスト 

 

訓練御担当者のお名前             □ 申請書と同一 

訓練御担当者の連絡先 

 

●訓練内容について 

起震車     □ あり  □ なし 

水消火器    □ あり  □ なし 

ありの場合   希望本数   本 

煙体験     □ あり  □ なし 
 
 

●備蓄物資を希望する場合 

備蓄物資のお渡し希望日     年   月   日 
                       時頃 
 

★未定の場合は、決まり次第御連絡ください 

区役所受付者 

※日中連絡が付く電話番号またはメールアドレスの御記入をお願いします。 

※備蓄物資の在庫状況により、ご希望通りにお渡しできない場合がありますのでご了承ください。 

9



自主防災組織防災訓練チェックリスト 

 

訓練御担当者のお名前             □ 申請書と同一 

訓練御担当者の連絡先 

 

●訓練内容について 

起震車     □ あり  □ なし 

水消火器    □ あり  □ なし 

ありの場合   希望本数   本 

煙体験     □ あり  □ なし 
 
 

●備蓄物資を希望する場合 

備蓄物資のお渡し希望日     年   月   日 
                       時頃 
 

★未定の場合は、決まり次第御連絡ください 

区役所受付者 

※日中連絡が付く電話番号またはメールアドレスの御記入をお願いします。 

※備蓄物資の在庫状況により、ご希望通りにお渡しできない場合がありますのでご了承ください。 

10

記載例

中原　二郎

044-123-4567

5

令和●　　１　　２３
１０

水消火器は事前に消防署へ
取りに行っていただく
必要があります



 
 

様式第１号 

 
 

令和  年  月  日  
 

防 災 用 備 蓄 物 資 の 使 用 申 込 書 
（アルファ化米・おかゆ・飲料水用）  

 
（宛先）川崎市長  

代表者氏名                   

住   所                   

電   話                   

団 体 名                    

次のとおり、防災活動（訓練）等を実施しますので、備蓄物資の使用を申し込み

ます。  
 

防災活動内容   

使 用 物 資 
使 用 数 量 

アルファ化米 わかめ御飯（50 食用大袋）    箱  
アルファ化米 わかめ御飯（１食用×50 袋）   箱  

 おかゆ（１食用×50 袋）            箱  
飲料水（24 本入り）              箱  

使 用 場 所  

実 施 日 令和  年  月  日  

使 用 期 間 令和  年  月  日 ～  月  日  

備 考 

 
 
 
 
 

※ 使用の１箇月前までに申込書を提出してください。  

担 任  担当係長  担当課長  

   

担 任  担当係長  担当課長  
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様式第１号 

 
 

平成  年  月  日  
 

防 災 用 備 蓄 物 資 の 使 用 申 込 書 
（アルファ化米・おかゆ・飲料水用）  

 
（宛先）川崎市長  

代表者氏名                   

住   所                   

電   話                   

団 体 名                    

次のとおり、防災活動（訓練）等を実施しますので、備蓄物資の使用を申し込み

ます。  
 

防災活動内容   

使 用 物 資 
使 用 数 量 

アルファ化米 わかめ御飯（50 食用大袋）    箱  
アルファ化米 わかめ御飯（１食用×50 袋）   箱  

 おかゆ（１食用×50 袋）            箱  
飲料水（24 本入り）              箱  

使 用 場 所  

実 施 日 平成  年  月  日  

使 用 期 間 平成  年  月  日 ～  月  日  

備 考 

 
 
 
 
 

※ 使用の１箇月前までに申込書を提出してください。  

担 任  担当係長  担当課長  

   

担 任  担当係長  担当課長  
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会長　　中原　太郎

中原区小杉町３－２４５

０４４－７４４－３１４１

危機管理町内会

○○地区合同防災訓練

２

２

中原公園（川崎市中原区●●●●）

令和 ● ● ●

令和

令和

●月●日に区役所に引き取り来庁

記載例



 

 

自 主 防 災 組 織 活 動 助 成 金 交 付 申 請 書 

  年  月  日  

 

（宛先）川 崎 市 長 

 

自主防災組織名                          

代表者住所                       

代表者役職・氏名  （役職）   （ 氏名
ふりがな

）              

生年月日  Ｈ．Ｓ．Ｔ   年  月  日生 

電  話   （       ）      －          

 

 

次のとおり、自主防災組織の活動を実施しましたので、活動助成金の交付を申請します。 

実 施 内 容 

助成対象区分 実  施  内  容（該当する項目をチェック） 

防災訓練 

□ 消火訓練 □ 救出救助訓練 □ 救命・救護訓練 

□ 避難・誘導訓練 □ 情報収集・伝達訓練 

□ 給食・給水訓練 □ 避難所設営・運営訓練 

□ 災害図上訓練 

□ その他（                   ） 

□ 消防法第８条に規定する訓練（消火・通報・避難） 

防災知識の 

啓発活動 

□ 防災に関する資料の作成及び配布 

□ 防災に関する映像等の上映会 

□ 防災講演会（ぼうさい出前講座）の実施 

□ 防災関連施設（防災センター等）の視察 

□ その他（                   ） 

実 施 日 時      年   月   日（   時  分 から    時  分まで） 

実 施 場 所  

自主防災組織 

の構成世帯数 
世帯 参 加 人 数 人 

申 請 額 円 
既に助成を 

受 け た 額 
円 

指導担当機関 □危機管理本部 □区役所 □消防署 □その他（        ） 

 

  暴力団員でないことを確認するため、本様式に記載された個人情報を神奈川県警察本部に照会

することについて同意します。 

担任   

第１号様式 
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自 主 防 災 組 織 活 動 助 成 金 交 付 申 請 書 

  年  月  日  

 

（宛先）川 崎 市 長 

 

自主防災組織名                          

代表者住所                       

代表者役職・氏名  （役職）   （ 氏名
ふりがな

）              

生年月日  Ｈ．Ｓ．Ｔ   年  月  日生 

電  話   （       ）      －          

 

 

次のとおり、自主防災組織の活動を実施しましたので、活動助成金の交付を申請します。 

実 施 内 容 

助成対象区分 実  施  内  容（該当する項目をチェック） 

防災訓練 

□ 消火訓練 □ 救出救助訓練 □ 救命・救護訓練 

□ 避難・誘導訓練 □ 情報収集・伝達訓練 

□ 給食・給水訓練 □ 避難所設営・運営訓練 

□ 災害図上訓練 

□ その他（                   ） 

□ 消防法第８条に規定する訓練（消火・通報・避難） 

防災知識の 

啓発活動 

□ 防災に関する資料の作成及び配布 

□ 防災に関する映像等の上映会 

□ 防災講演会（ぼうさい出前講座）の実施 

□ 防災関連施設（防災センター等）の視察 

□ その他（                   ） 

実 施 日 時      年   月   日（   時  分 から    時  分まで） 

実 施 場 所  

自主防災組織 

の構成世帯数 
世帯 参 加 人 数 人 

申 請 額 円 
既に助成を 

受 け た 額 
円 

指導担当機関 □危機管理本部 □区役所 □消防署 □その他（        ） 

 

  暴力団員でないことを確認するため、本様式に記載された個人情報を神奈川県警察本部に照会

することについて同意します。 

担任   

第１号様式 
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記載例

日付は空欄

危機管理町内会

中原区小杉町３－２４５

会長 中　原　太　郎
なかはら　　　　たろう

30 １ １

７４４044 ３１４１

■ ■

令和 ● ６ ７ ９ ００ １２ ００

●●●公園

２００ ９０

赤十字奉仕団■■

申請額は、参加人数・訓練内容に応じて
事務局で記載します。

実施内容は窓口で
確認させていただきます。

印鑑不要に
なりました！



 

 

 

 

自主防災組織活動助成金 交付請求書 
 

  年   月   日  

 

 （宛先）川 崎 市 長 

 

自主防災組織名                        

代表者住所                        

代表者役職・氏名 （役職）    （氏名）           印  

電   話                        

 

令和  年  月  日付けで交付が決定されました川崎市自主防災組織活動助成金について、次のとおり

交付を請求します。 

 

１ 補助金請求金額           円 

 

２ 振込先 

 

金 融 機 関 名 銀行                      支店 

預 金 種 別 １ 普通 ２ 当座 口座番号        

口 座 名 義 

（受取人）  

フリガナ  

名 義 

 

３ 委任状（請求人と受取人が違う場合は記入が必要となります。） 

委任者  自主防災組織名                                   

代 表 者 住 所                                   

代表者役職・氏名 （ 役 職 ）        （ 氏 名 ）                   印 

私は、次の者を代理人に定め、川崎市自主防災組織活動助成金の受領に関する権限を委任します。 

受任者 団 体 名                                     

      住  所                                     

      役職・氏名 （ 役 職 ）        （ 氏 名 ）                   印 

※振込先の通帳の写し（表紙と表紙裏面（カナ氏名・支店名等が記載されている面））を添付してください。 

※口座名義（受取人）は正確に記入して下さい。 

 

 

担任 
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自主防災組織活動助成金 交付請求書 
 

  年   月   日  

 

 （宛先）川 崎 市 長 

 

自主防災組織名                        

代表者住所                        

代表者役職・氏名 （役職）    （氏名）           印  

電   話                        

 

令和  年  月  日付けで交付が決定されました川崎市自主防災組織活動助成金について、次のとおり

交付を請求します。 

 

１ 補助金請求金額           円 

 

２ 振込先 

 

金 融 機 関 名 銀行                      支店 

預 金 種 別 １ 普通 ２ 当座 口座番号        

口 座 名 義 

（受取人）  

フリガナ  

名 義 

 

３ 委任状（請求人と受取人が違う場合は記入が必要となります。） 

委任者  自主防災組織名                                   

代 表 者 住 所                                   

代表者役職・氏名 （ 役 職 ）        （ 氏 名 ）                   印 

私は、次の者を代理人に定め、川崎市自主防災組織活動助成金の受領に関する権限を委任します。 

受任者 団 体 名                                     

      住  所                                     

      役職・氏名 （ 役 職 ）        （ 氏 名 ）                   印 

※振込先の通帳の写し（表紙と表紙裏面（カナ氏名・支店名等が記載されている面））を添付してください。 

※口座名義（受取人）は正確に記入して下さい。 

 

 

担任 
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記載例

危機管理町内会

中原区小杉町３－２４５

会長 中原　太郎

７４４ ３１４１ー

０ ３ ５ ６１ ２ ４

危機管理町内会 会計 小杉　一郎

ｷｷｶﾝﾘﾁｮｳﾅｲｶｲ　ｶｲｹｲ　ｺｽｷﾞ　ｲﾁﾛｳ

危機管理町内会

中原区小杉町３－２４５

中原　太郎会長

危機管理町内会

会計 小杉　一郎

中原

小杉

中原区小杉町３－●●
代表者と口座名義人が
異なる場合は、口座名義人の
印鑑も押印してください。

日付は空欄

●●● ▲▲▲

中原

申請書と同じ代表者名をお願いいたします。

交付決定後、
事務局で入力します。

口座名義は正確に記載してください。
口座名義人が申請者名と異なる場合は、
委任状欄の記載が必要です。

提出もれ、記入誤りが多くみられますので、
特にご注意ください。

請求書は
印鑑が必要です！！

申請時と同じ印を
お願いします。
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処理者 内容 時期 備考

総会終了後～ <提出先>
７月１１日（金） 中原区役所危機管理担当

8月中

8月中

8月中

<通知先>
9月中旬

（２）事前申請について

　エ　調整結果の通知
　　　 危機管理担当から自主防災組織へ調整結果と本申請の案内を通知します。
 　　　→　本申請（27ページ）へ

　ウ　補助金額には限りがあります。補助金の申請額の合計が予算額を上回ったときは、
　　　　「川崎市自主防災組織防災資器材購入補助金中原区申請事前調整実施内規（以下
　　　　「内規」　41ページ）」の規定に基づき交付団体の調整を行います。

計画書の提出があった
自主防災組織

（１）資器材購入補助金の事前申請の流れ

４　防災資器材購入補助金について

　ア　「防災資器材整備計画書」の提出
　　　 補助金の受給を希望される組織は、防災資器材整備計画書と見積書を
　　　 令和７年７月１１日（金）までに危機管理担当宛てご提出ください。
　　　 インターネット、メール、紙での御提出が可能です。

　イ　対象となる資器材は、防災資器材購入品目一覧表（47～48ページ）のとおりです。
　　　なお、同表に記載がなく不明な場合は、事前に事務局へお問い合わせください。

事前申請フォームはこちら→

URL:https://logoform.jp/f/KYfpl

防災資器材整備計画書・
見積書 提出

計画書の集約･整理

審査･調整

自主防災組織

中原区役所
危機管理担当

調整委員会

受給優先団体の決定役員会

調整結果を通知
中原区役所
危機管理担当

本申請へ

事前申請

（27ページ）
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中原区自主防災組織連絡協議会会長　様

１　自主防災組織の
　　構成世帯数

世帯

２　購入予定金額 円（税込）

３　購入予定資器材及び金額

品名 数量 単価 金額

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

※　必ず見積書を添付してください。

４　過去３年間の補助金の受給実績及び購入品目
年度 受給金額

５　資器材整備状況
　現在貴自主防災組織において所有している資器材について記入してください。

品名 数量

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

円令和　　　年度

合計

消費税額

令和　　　年度

令和　　　年度 円

円

購入品目

小計

防災資器材整備計画書
　　　　年　　　月　　　日

自主防災組織名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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中原区自主防災組織連絡協議会会長　様

１　自主防災組織の
　　構成世帯数

世帯

２　購入予定金額 円（税込）

３　購入予定資器材及び金額

品名 数量 単価 金額

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

※　必ず見積書を添付してください。

４　過去３年間の補助金の受給実績及び購入品目
年度 受給金額

５　資器材整備状況
　現在貴自主防災組織において所有している資器材について記入してください。

品名 数量

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

円令和　　　年度

合計

消費税額

令和　　　年度

令和　　　年度 円

円

購入品目

小計

防災資器材整備計画書
　　　　年　　　月　　　日

自主防災組織名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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危機管理町内会

中原　太郎

０４４ー７４４ー３１４１

　　
日付は空欄

記載例

８６，３５０

62５

水バケツ

ヘルメット

リヤカー
発電機

５

２０

２

１

５００

1、０００

３，０００

５０，０００ ５０，０００

６，０００

２０、０００

２，５００

７８，５００

７，８５０

８６，３５０

購入予定資器材の品名・数量・金額
が分かる書類（見積書など）を
必ず添付してください。

３

４

５

０

０

８０，０００ はしご、救急箱、携帯ラジオ、懐中電灯

消火器

バール

はしご

救急箱

携帯ラジオ

懐中電灯

１５

３

３

１

１０

２０



（３）資器材購入補助金の本申請の流れ

処理者 内容 時期 備考

提出期限
　9月26日（金）

申請書提出から ※交付決定通知書を受領した
約14日以内 後に資器材を購入してください。

※購入時点では、補助金は
　振り込まれません。
※購入金額が決定額を超える
　場合は必ず購入前に
　危機管理担当までご連絡くださ
い。

提出期限
2月2日（月）

書類提出から
約14日以内

請求書提出から
約１ヶ月以内

補助金申請書提出
（本申請）受給優先団体

中原区役所
危機管理担当

審査･決定
交付決定通知書送付

受給優先団体

中原区役所
危機管理担当

審査･決定
交付確定通知書送付

防災資器材購入

補助金の振込

受給優先団体 補助金受理

防災資器材購入報告書
補助金交付請求書 提出

本申請
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（４）本申請について 

ア 申請書の提出（９月２６日（金）まで） 

９月中旬に危機管理担当から計画書の提出のあった自主防災組織へ調整結

果を通知いたします。補助金を受給できる自主防災組織には、次の書類を同

封します。ご記入の上、通帳の写しを添えて、危機管理担当までご提出くだ

さい。 

 

・防災資器材購入補助金交付申請書（29 ページ） 

・自主防災組織編成表（31 ページ） 

・防災資器材購入品目一覧表（33 ページ） 

 

イ 交付決定通知書の送付 

危機管理担当から「防災資器材購入補助金交付決定通知書（以下、「通知書」）」

を送付します。 

交付決定通知書を受領後に防災資器材を購入してください。 

 

ウ 購入報告書等の提出（２月２日（月）まで） 

上記イ交付決定通知書に次の書類を同封いたします。資器材を購入後、ご記

入の上、領収書(写)※を添付し、危機管理担当までご提出ください。 

・ 防災資器材購入報告書（35 ページ） 

・ 防災資器材購入補助金（概算）交付請求書（39 ページ） 
 
※領収書（写）に、購入した品目、数量及び金額が明記されていない場合は、

それらが記載されている業者が発行した書類（納品書等）を併せて添付し

てください。「防災資器材一式 ○○○円」や「お品代 ○○○円」は認めら

れません。 
 

  ※購入報告書に記載する金額は、資器材本体の実費負担額をご記入ください。 

   ポイント利用による割引や配送料などは補助金交付額に計算されません。 
 

 

エ その他 

本申請の交付申請書、購入報告書の提出者欄の押印は不要です。ただし請求

書は、引き続き押印が必要です。 

また、修正液、修正テープによる記載の訂正は不備扱いとなります。 
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第１号様式 

担任   

 

防災資器材購入補助金交付申請書 
 

  年  月  日  

 

 （宛先）川 崎 市 長 

自主防災組織名                     

代表者住所                     

代表者役職・氏名 （役職）   （ 氏名）           

電    話                     

 

本年度において、次のとおり防災資器材の購入を計画しましたので、補助金の交付を申請します。なお、

本件防災資器材は、消防法等関係法令に基づく設置義務のあるものではなく、自主防災活動に供するため

購入するものです。 

 

１ 町内会・自治会等の名称                          

２ 自主防災組織の構成世帯数                   世帯  

３ 購入予定総額                             円  

４ 補助申請金額                             円  

５ 添付書類                      (1) 自主防災組織の編成表 

(2) 防災資器材購入品目一覧表 

(3) 見積書等（写） 

６ 本申請の連絡先              氏 名                   

電 話                   

 

 ※ 他の自主防災組織と連名で申請を行う場合は、本申請書のほか、「防災資器材購入補助金 

連名申請申出書（第２号様式）」を併せて提出してください。 

なお、連名申請の場合は、本様式には代表となる自主防災組織に係る情報を記入してく

ださい。 

備 考 

 

   暴力団員でないことを確認するため、本様式に記載された個人情報を神奈川県警察本部に照会する

ことについて同意します。 
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第１号様式 

担任   

 

防災資器材購入補助金交付申請書 
 

  年  月  日  

 

 （宛先）川 崎 市 長 

自主防災組織名                     

代表者住所                     

代表者役職・氏名 （役職）   （ 氏名）           

電    話                     

 

本年度において、次のとおり防災資器材の購入を計画しましたので、補助金の交付を申請します。なお、

本件防災資器材は、消防法等関係法令に基づく設置義務のあるものではなく、自主防災活動に供するため

購入するものです。 

 

１ 町内会・自治会等の名称                          

２ 自主防災組織の構成世帯数                   世帯  

３ 購入予定総額                             円  

４ 補助申請金額                             円  

５ 添付書類                      (1) 自主防災組織の編成表 

(2) 防災資器材購入品目一覧表 

(3) 見積書等（写） 

６ 本申請の連絡先              氏 名                   

電 話                   

 

 ※ 他の自主防災組織と連名で申請を行う場合は、本申請書のほか、「防災資器材購入補助金 

連名申請申出書（第２号様式）」を併せて提出してください。 

なお、連名申請の場合は、本様式には代表となる自主防災組織に係る情報を記入してく

ださい。 

備 考 

 

   暴力団員でないことを確認するため、本様式に記載された個人情報を神奈川県警察本部に照会する

ことについて同意します。 
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危機管理町内会

日付は空欄

通帳の写しも
併せてご提出ください。

中原区小杉町３－２４５

会長 中原　太郎

７４4-3141

危機管理町内会

２００

自主防災組織（町内会・自治会
マンション管理組合など）に
加入している世帯数

８２，４２５

４１，２００

【書き損じの訂正不可】
調整結果に記載の金額を
それぞれ記入

中原　太郎

０４４—７４４ー３１４１

印鑑不要に
なりました！

自主防災組織の
代表者名を記載してください

申請に関する担当者と、
連絡先を記載してください。



31



32

危機管理町内会

中原　太郎

田中　●● 鈴木　▲▲

▲▲　一郎 ●●　花子 △△　一郎 ◆◆　一郎佐藤　■■

記載例



（↓該当する品番に○印をつけてください）

分類 対象資器材 備考 数量 単価(円) 金額(円)

①消火器 ・詰め替えを除く

②消火器用格納箱

③水バケツ

④消火ホース
(消防用ホース)

⑤消火ホース用ノズル

⑥屋外消火栓用器具
・消火栓開閉用器具
・スタンドパイプ等のジョイント（媒介）器具類

⑦消火ホースキット
・消火ホース、消火ホース用ノズル、屋外消火
栓用器具がセットになったもの

⑧その他 ・その他災害時の消火に用いる用具

①のこぎり

②バール

③かけや

④つるはし

⑤スコップ

⑥手斧・なた

⑦ジャッキ

⑧カラビナ

⑨ロープ

⑩ウインチ

⑪ハンマー

⑫番線カッター

⑬はしご ・脚立を含む

⑭その他 ・その他災害時の救出救助に用いる用具

①救急箱 ・医薬品のみ（単品）の購入は除く

②担架

③車椅子

④ＡＥＤ ・据付用格納箱等を含む

⑤その他 ・その他災害時の救護に用いる用具

①ヘルメット

②防災用被服

③腕章

①トランシーバー
・免許を要する場合、免許申請等にかかる費用は除
く

②携帯ラジオ

③メガホン類

④その他 ・その他災害時の通信に用いる用具

①防災倉庫

②防災用品保管庫

①鍋・釜類

②炊飯器具セット

③水タンク

④カセットコンロ

①テント

②仮設トイレ

③防水シート

④懐中電灯

⑤リヤカー

⑥避難誘導棒

⑦毛布

⑧エレベータ用防災セット
・消耗品（中身）のみの購入は除く
・エレベータに設置するものに限る

⑨ボート
・荷物搬送用として使用するものに限る。
・船外機の購入は除く。

⑩カラーコーン ・重り等付属品も含む。

①発動発電機

②蓄電池 ・個別使用・配布する物は除く

③投光機

④コードリール

⑤チェンソー

⑥エンジンカッター

⑦ろ水機・浄水機

⑧可搬型消火ポンプ

⑨排水ポンプ

⑩ガソリン携行缶

５　通信器具類

６　防災倉庫類

防災資器材購入品目一覧表

小計

１　消火用具類

・水道用ホース等日用品の部類は除く

２　救出救助器具類

・救助器具セット等を含む

３　救護用具

４　防災被服類

・工事費用を除く
・整理棚は倉庫購入時のみ可能
・多人数が使用するものに限る
・個別使用・配布するものは除く

７　炊事器具類

８　その他

・多人数が使用するものに限る
・個別使用・配布するものは除く

※上表に掲げる資器材の維持管理に要する消耗品類は除く。
※補助対象品目は、原則として上表に掲げるものとするが、第３条に規定する用に供するもので、市長が特に必要と認める場合は、
　この限りでない。
※消防法等関係法令により設置が義務付けられているものについては交付対象としない。

・多人数が使用するものに限る。
・個別使用・配布するものは除く

９　維持管理体制
の必要な資器材

消費税額及び地方消費税額

合計
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（↓該当する品番に○印をつけてください）

分類 対象資器材 備考 数量 単価(円) 金額(円)

①消火器 ・詰め替えを除く

②消火器用格納箱

③水バケツ

④消火ホース
(消防用ホース)

⑤消火ホース用ノズル

⑥屋外消火栓用器具
・消火栓開閉用器具
・スタンドパイプ等のジョイント（媒介）器具類

⑦消火ホースキット
・消火ホース、消火ホース用ノズル、屋外消火
栓用器具がセットになったもの

⑧その他 ・その他災害時の消火に用いる用具

①のこぎり

②バール

③かけや

④つるはし

⑤スコップ

⑥手斧・なた

⑦ジャッキ

⑧カラビナ

⑨ロープ

⑩ウインチ

⑪ハンマー

⑫番線カッター

⑬はしご ・脚立を含む

⑭その他 ・その他災害時の救出救助に用いる用具

①救急箱 ・医薬品のみ（単品）の購入は除く

②担架

③車椅子

④ＡＥＤ ・据付用格納箱等を含む

⑤その他 ・その他災害時の救護に用いる用具

①ヘルメット

②防災用被服

③腕章

①トランシーバー
・免許を要する場合、免許申請等にかかる費用は除
く

②携帯ラジオ

③メガホン類

④その他 ・その他災害時の通信に用いる用具

①防災倉庫

②防災用品保管庫

①鍋・釜類

②炊飯器具セット

③水タンク

④カセットコンロ

①テント

②仮設トイレ

③防水シート

④懐中電灯

⑤リヤカー

⑥避難誘導棒

⑦毛布

⑧エレベータ用防災セット
・消耗品（中身）のみの購入は除く
・エレベータに設置するものに限る

⑨ボート
・荷物搬送用として使用するものに限る。
・船外機の購入は除く。

⑩カラーコーン ・重り等付属品も含む。

①発動発電機

②蓄電池 ・個別使用・配布する物は除く

③投光機

④コードリール

⑤チェンソー

⑥エンジンカッター

⑦ろ水機・浄水機

⑧可搬型消火ポンプ

⑨排水ポンプ

⑩ガソリン携行缶

５　通信器具類

６　防災倉庫類

防災資器材購入品目一覧表

小計

１　消火用具類

・水道用ホース等日用品の部類は除く

２　救出救助器具類

・救助器具セット等を含む

３　救護用具

４　防災被服類

・工事費用を除く
・整理棚は倉庫購入時のみ可能
・多人数が使用するものに限る
・個別使用・配布するものは除く

７　炊事器具類

８　その他

・多人数が使用するものに限る
・個別使用・配布するものは除く

※上表に掲げる資器材の維持管理に要する消耗品類は除く。
※補助対象品目は、原則として上表に掲げるものとするが、第３条に規定する用に供するもので、市長が特に必要と認める場合は、
　この限りでない。
※消防法等関係法令により設置が義務付けられているものについては交付対象としない。

・多人数が使用するものに限る。
・個別使用・配布するものは除く

９　維持管理体制
の必要な資器材

消費税額及び地方消費税額

合計
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記載例

５　　　 　 500　　　 　 2,500

２　　  ３，０００　　 　６，０００

１　  ５０，０００　  ５０，０００

７８，５００
７，８５０

８６，３５０

２０　  １，０００　　 ２０，０００



 

第７号様式 

担任   

防災資器材購入報告書 

  年  月  日  

（宛先）川崎市長 

 

自主防災組織名                     

代表者住所                     

代表者役職・氏名 （役職）   （氏名）           

 

     年  月  日付け川崎市指令  第   号により交付の決定を受けた防災資器材購入補助金に

ついて、次のとおり防災資器材を購入しましたので、領収書（写）等を添えて報告します。 

品    目 数 量 金  額（円） 保管場所 

    

    

    

    

    

    

合     計         円  

※ 領収書は、品目、数量及び金額が記載されたものを添付すること。領収書に品目、数量及び金額の記載

がない場合は、それらが記載されている購入業者が発行した書類を添付すること。 

 

（連名申請の

場合に使用） 

 

代表となる自

主防災組織以

外の自主防災

組織の確認欄 

自主防災組織名                         

代表者住所                         

代表者役職・氏名 （役職）     （氏名）             

自主防災組織名                         

代表者住所                         

代表者役職・氏名 （役職）     （氏名）             

備 考 
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（継続用紙） 

 

品    目 数 量 金  額（円） 保管場所 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

合     計 
 

       円 
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記載例

申請書と同じ代表者名の記入をお願いいたします。

危機管理担当で記入します。

水バケツ
ヘルメット

５
２０

２，５００
２０、０００

８４，７８０

６，２８０消費税 税抜金額を記載した場合は
消費税をご記入ください。

町内会防災倉庫

町内会防災倉庫

必ず『領収書（写）』を添付してください。

※重 要

商品の合計額をご記入
ください。（数量×単価）

危機管理町内会

中原区小杉町３－２４５

会長 中原　太郎

日付は空欄

印鑑不要に
なりました！
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※品目が多数あり、１枚目に書ききれない場合は
こちらにご記入ください。
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第８号様式 

担任   

 

防災資器材購入補助金（概算）交付請求書 
 

  年  月  日  

 

 （宛先）川 崎 市 長 

 

自主防災組織名                     

代表者住所                     

代表者役職・氏名 （役職）   （氏名）        印  

電    話                     

 

 

      年  月  日付けで交付が決定されました川崎市自主防災組織防災資器材購入補助金につい

て、次のとおり交付を請求します。 

 

１ 補助金請求金額               円 

 

２ 振込先 

金 融 機 関 名 銀行                      支店 

預 金 種 別 １ 普通 ２ 当座 口座番号        

フリガナ  

口 座 名 義 

（受取人）  名 義 

 

３ 委任状（請求人と受取人が違う場合は記入が必要となります。） 

委任者  自主防災組織名                        

代 表 者 住 所                        

代 表 者 氏 名                    印   

私は、次の者を代理人に定め、川崎市自主防災組織防災資器材購入補助金の受領に関する権限を委

任します。 

受任者 団体名                           

      住 所                           

      氏 名                      印    

※振込先の通帳の写し（表紙と表紙裏面（カナ氏名・支店名等が記載されている面））を添付して下さい。 

※口座名義（受取人）は正確に記入して下さい。 
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危機管理町内会

中原区小杉町３－２４５

会長 中原　太郎

７４４ ｰ３１４１

中原

●●● ▲▲▲

０ １ ２ ３ ４ ５ ６

ｷｷｶﾝﾘﾁｮｳﾅｲｶｲ　ｶｲｹｲ　ｺｽｷﾞ　ｲﾁﾛｳ

危機管理町内会 会計 小杉　一郎

危機管理町内会

中原区小杉町３－２４５

会長 中原　太郎 中原

危機管理町内会

中原区小杉町３－●●

会計 小杉　一郎
小杉

記載例

日付は空欄

請求金額は提出時に窓口で
確認の上、記入します。
空欄のままお持ち下さい。

申請書と同じ代表者名をお願いいたします。

申請時と同じ印をお願いします。

口座名義は正確に記載してください。
口座名義人が申請者名と異なる場合は、
委任状欄の記載が必要です。

代表者と口座名義人が
異なる場合は、口座名義人の
印鑑も押印してください。

提出もれ、記入誤りが多くみられますので、
特にご注意ください。

危機管理担当で記入します。

請求書は
印鑑が必要です！！
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（５）「川崎市自主防災組織防災資器材購入補助金」 
中原区申請事前調整実施内規 

 
１ 目的 
 災害発生時における町内会・自治会等の自主防災組織が果たしている役割の重要性に

鑑み、区内の各自主防災組織における防災資器材整備が計画的かつ効果的に行われるこ

とを目的として、中原区自主防災組織連絡協議会（以下「協議会」という。）において、

防災資器材の購入補助金（以下「補助金」という。）申請について事前調整を行うもの

とする。 
 
２ 調整の方法 

補助金の事前調整は、次の手順により行うものとする。 
 （１）補助金を受給しようとする自主防災組織は、防災資器材整備計画書（以下「計

画書」という。）に必要な事項を記載し、協議会会長へ提出しなければならな

い。 
 （２）協議会は、提出された計画書に基づき予算執行限度額の範囲内で審査・調整を

行ない、受給優先団体を決定するものとする。 
 （３）受給優先団体と認定された自主防災組織は、川崎市長に防災資器材購入補助金

交付申請書を提出するものとする。 
 
３ 審査・調整の方法 
 計画書の提出があったときは、次の手順により受給優先団体の調整を行なうものとす

る。 
（１） 協議会会長は審査・調整委員会（以下「委員会」という。）を設置し、その委

員を任命する。 
（２） 委員会は、計画書に基づき審査・調整を行ない、その結果を協議会の役員会

へ報告する。 
（３） 役員会は、委員会の報告に基づき審議を行ない、受給優先団体の決定をする。 
（４） 受給優先団体を決定したときは、協議会会長は計画書を提出した自主防災組

織へその結果を通知する。 
 
４ 審査・調整の基準 
 計画書に基づく審査・調整に当たっては、次の各号に留意して審議しなければならな

い。 
（１） 過去３年間の受給実績を勘案し、受給回数、受給金額の公平を図ること。 
（２） 設立後間もない自主防災組織からの基本的装備の購入希望に配慮すること。 
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 （３） 地域的均衡を勘案し、受給団体が偏在しないよう考慮すること。 
 （４） 地域的特性に基づく購入を希望する申請に配慮すること。 

（５） 長年にわたり、高額品の購入を希望しながら資金的制約により購入を見合わ 
せていた物件にかかる申請に配慮すること。 

 （６） 申請の総額を川崎市の予算執行限度額以内とすること。 
 （７） 申請の総額が川崎市の予算執行限度額を超えた場合は次の基準により調整す

ること。 
ア 申請額の合計が予算額を上回った場合、過去３年間の受給実績の合計額が

10 万円以上の団体を一律受給対象から除くものとする。 

イ アにおいて、予算に余裕が生じた場合には、その範囲内で既に受給対象から

除いた団体のうち、過去３年間の受給実績の少ない団体から順に受給優先団体

とする。 

ウ アにおいて、さらに予算額が不足する場合は、受給優先団体から不足額を按

分して減じるものとする。 
（８） 受給優先団体による資器材購入の取り止め等により、川崎市の予算執行額に

余裕が生じた場合には、次の基準により追加で支給ができるものとする。 

ア （７）のアにより除かれた団体の中の過去３年間の受給実績が少ない団体か

ら順に受給優先団体の地位を得るものとする。 

この場合において、受給できる補助金は（７）のウの規定を準用するものと

する。 

イ アにおいて、この優先権は当該年度限りとし、次年度に繰り越さないことと

する。 
 
５ 申請 
 受給優先団体と決定された自主防災組織は、補助金の申請を川崎市長へ行なうものと

し、その場合、計画書記載の品目を変更してはならない。 
 
６ その他 
 この内規に定めるもののほか、必要な事項については、役員会において定める。 
 

 附則 
この内規は、平成２０年４月１日から実施する。 
 
  附則 
この内規は、平成２３年５月２４日から実施する。 

 
附則 

この内規は、平成２４年５月２９日から実施する。 
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川崎市自主防災組織防災資器材購入補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、川崎市自主防災組織育成指導要綱（昭和５８年４月１５日施行）第３条に基

づき認定された自主防災組織（以下「自主防災組織」という。）の育成と、防災体制の充実を図

るため、自主防災組織が防災活動を行ううえに必要な防災資器材の購入に対し、予算の範囲内で

補助金を交付することについて必要な事項を定めることを目的とする。 

（補助対象） 

第２条 前条に規定する補助金（以下「補助金」という。）の交付対象は、自主防災組織とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、自主防災組織の代表者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）に該当する場

合は、補助金を交付しないものとする。 

（防災資器材） 

第３条 補助金の交付対象となる防災資器材は、自主防災組織が防災活動の用に供するもので、別

表に掲げるものとする。なお、別表に掲げている防災資器材であっても消防法等関係法令により

設置が義務付けられているものについては交付対象としない。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、毎会計年度中に自主防災組織が防災資器材の購入に要する費用の２分の１

以下の額とする。 

ただし、次の各号により算出した金額の合算額を限度とし、１００円未満の端数は切り捨てる

。 

(１) 組織割（１自主防災組織につき） ３００，０００円 

(２) 世帯割（１世帯につき）         ６００円 

２ 次条第２項の規定による連名申請を行う場合における前項ただし書きの取扱いについては、連

名申請を行う自主防災組織の数にかかわらず、同項第１号に掲げる額に、当該連名申請を行う各

自主防災組織ごとに同項第２号により算出した額を加えた額を限度とし、１００円未満の端数は

切り捨てる。 

（補助金の交付申請） 

第５条 防災資器材の購入を計画し、補助金の交付を受けようとする自主防災組織の代表者は、予

め、防災資器材購入補助金交付申請書（第１号様式。以下「申請書」という。）に必要な事項を

記載し、市長に提出しなければならない。 

２ 近隣の複数の自主防災組織が共同で使用する防災資器材について、連名で購入を計画し、補助

金の交付を受けようとする場合は、連名で申請すること（以下「連名申請」という。）ができる。

この場合、連名申請を行おうとする自主防災組織は、予め、当該申請の代表となる自主防災組織

（以下「代表自主防災組織」という。）を定めるとともに、防災資器材購入補助金連名申請申出

書（第２号様式。以下「申出書」という。）に必要な事項を記載し、代表自主防災組織の代表者

は、申請書と併せて申出書を市長に提出しなければならない。 

（補助金の交付決定） 

第６条 市長は、前条の規定により申請書の提出があったときは、その内容を審査し、補助金を交

付すべきものと認めるときは、速やかに補助金の交付を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは、防災資器材購入補助金交付決定通

知書（第３号様式。以下「交付決定通知書」という。）により、申請書を提出した自主防災組織

（連名申請の場合においては、代表自主防災組織以外の自主防災組織を含む。）の代表者（以下
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「申請者」という。）に通知するものとする。 

３ 市長は、申請書の補助申請金額と交付する補助金の額が異なる場合は、交付決定通知書にその

理由を付して、申請者に通知するものとする。 

４ 市長は、第１項の規定により補助金の交付を行わないことと決定したときは、防災資器材購入

補助金不交付決定通知書（第４号様式）にその理由を付して、申請者に通知するものとする。 

（申請の取下げ） 

第７条 前条第２項の規定による通知を受けた申請者（連名申請の場合にあっては、代表自主防災

組織の代表者）は、補助金の交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、申

請を取り下げることができる。 

２ 連名申請の場合に、前項の取下げを行うときは、代表自主防災組織以外の自主防災組織の同意

を得るものとする。 

３ 前２項の規定により申請を取り下げようとするときは、前条第２項の規定による通知があった

日から起算して１４日以内に、防災資器材購入補助金交付申請取下届出書（第５号様式）を市長

に提出しなければならない。 

（変更申請） 

第８条 申請者（連名申請の場合にあっては、代表自主防災組織の代表者）は、第６条第２項の規

定による通知を受けた後、購入を予定する防災資器材の品目、数量又は金額に変更を生じたとき

は、防災資器材購入補助金交付変更申請書（第６号様式。以下「変更申請書」という。）に必要

事項を記載し、市長に提出しなければならない。ただし、防災資器材の購入数量が減少した、又

は値引き等で価格が減少したことにより、購入総額が減少した場合は、この限りではない。 

２ 連名申請の場合に、前項の変更が生じたときは、代表自主防災組織以外の自主防災組織の同意

を得るものとする。 

３ 市長は、前項の規定による変更申請書の提出があったときは、速やかにその内容を審査し、こ

の要綱の規定に適合していると認めたときは、交付決定通知書により、変更後の補助金の額を申

請者に通知するものとする。 

（購入報告） 

第９条 申請者は、防災資器材の購入を完了したときは、速やかに防災資器材購入報告書（第７号

様式。以下「購入報告書」という。）に必要事項を記載し、領収書（写）等を添付して、市長に

提出しなければならない。 

(補助金交付額の確定) 

第１０条 市長は、前条の規定による購入報告書の提出があったときは、速やかにその内容を審査

し、適当と認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、防災資器材購入補助金交付額確定通

知書（第８号様式。以下「交付額確定通知書」という。）により、購入報告書を提出した申請者

に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の審査に当たり、必要があるときは、自主防災組織が購入した防災資器材の検査

を実施する。 

（補助金の交付及び請求） 

第１１条 補助金は、前条第１項の規定による補助金交付額の確定後、原則として申請者の指定す

る金融機関の預金口座に振り込むものとする。ただし、市長が特に必要と認める場合は、補助金

の交付決定後に概算払いをすることができる。この場合において、申請者は、申請書に理由書を

添付して提出しなければならない。 

２ 申請者は、前項の規定により補助金を受けようとするときは、防災資器材購入補助金（概算）

交付請求書（第９号様式）を市長に提出しなければならない。 
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（返戻） 

第１２条 前条第１項ただし書の規定により概算払いによる補助金の交付を受けた申請者は、防災

資器材購入報告書による購入額が、補助金交付決定時の購入予定額を下回った場合には、購入額

に対する第４条の規定による補助金相当額と既に交付した補助金額との差額を返戻しなければ

ならない。 

（補助金の返還） 

第１３条 市長は，補助金の交付を受けた申請者が、この要綱の規定に違反して虚偽その他不正の

手段で補助金の交付を受けたとき、又は第２条第２項に規定する場合は、補助金の全部又は一部

の返還を命ずることができる。 

 （確認） 

第１４条 市長は、必要に応じ、自主防災組織の代表者が暴力団員に該当するか否かを神奈川県警察

本部長に対して確認を行うことができる。ただし、当該確認のために個人情報を神奈川県警察本部

長に提供するときは、神奈川県警察本部長に対して当該確認を行うことについて、当該個人情報の

本人の同意を得るものとする。 

 （委任） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、防災資器材購入補助金の交付に関し必要な事項は、別に定

める。 

附 則 

この要綱は、昭和５２年７月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、昭和５７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現に補助金の交付を受けている自主防災組織に対しては、第４条の規定により

算出した補助金の額から、既に交付した金額を差引いた額の範囲で補助金の交付を行うことができる。 

附 則 

この要綱は、昭和５８年４月２６日から施行し、昭和５８年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、昭和５９年５月１５日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成７年１２月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成２３年９月２１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の川崎市自主防災組織防災資器材購入補助金交付要綱の規定は、平成 

２３年４月１日から適用する。 
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附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２５年６月５日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１４日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年３月２９日３０川総危第１３０７号） 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ 改正前の要綱の規定により調製した帳票で現に残存するものについては、当分の間、必要な箇所

を訂正した上、引き続きこれを使用することができる。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
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別 表（第３条関係） 

防 災 資 器 材 購 入 品 目 一 覧 表 
分類 対象資器材 備考 

１ 消火用具類  ①消火器  ・詰め替えを除く。 

②消火器用格納箱  

③水バケツ  

④消火ホース 
（消防用ホース） ・水道用ホース等日用品の部類は除く。 

⑤消火ホース用ノズル 

⑥屋外消火栓用器具 
・消火栓開閉用器具 
・スタンドパイプ等のジョイント（媒介）器具類 

⑦消火ホースキット 
・消火ホース、消火ホース用ノズル、屋外消火
栓用器具がセットになったもの。 

⑧その他 ・その他災害時の消火に用いる用具 

２ 救出救助器具類 ①のこぎり 

・救助器具セット等を含む。 

②バール 

③かけや 

④つるはし 

⑤スコップ 

⑥手斧・なた 

⑦ジャッキ 

⑧カラビナ 

⑨ロープ 

⑩ウインチ 

⑪ハンマー 

⑫番線カッター 

⑬はしご ・脚立を含む。 

⑭その他 ・その他災害時の救出救助に用いる用具 

３ 救護用具 ①救急箱 ・医薬品（中身）のみの購入は除く。 

②担架  

③車椅子  

④ＡＥＤ ・据付用格納箱等を含む。 

⑤その他 ・その他災害時の救護に用いる用具 

４ 防災被服類 ①ヘルメット  

②防災用被服  

③腕章  

５ 通信器具類 
①トランシーバー 

・免許を要する場合、免許申請等にかかる費用
は除く。 

②携帯ラジオ  

③メガホン類  

④その他 ・その他災害時の通信に用いる器具 

６ 防災倉庫類 
①防災倉庫 

・工事費用を除く。 

・整理棚は倉庫購入時のみ可能 

②防災用品保管庫 
・多人数が使用するものに限る。 

・個別使用・配布するものは除く。 

７ 炊事器具類 ①鍋・釜類 

・多人数が使用するものに限る。 
・個別使用・配布するものは除く。 

②炊飯器具セット 

③水タンク 

④カセットコンロ 

８ その他 ①テント 
・多人数が使用するものに限る。 
・個別使用・配布するものは除く。 

②仮設トイレ 

③防水シート 

④懐中電灯  

⑤リヤカー  

⑥避難誘導棒  

⑦毛布  

⑧エレベータ用防災セット 
・消耗品（中身）のみの購入は除く。 
・エレベータに設置するものに限る。 

⑨ボート 
・荷物搬送用として使用するものに限る。 
・船外機の購入は除く。 

⑩カラーコーン ・重り等付属品も含む。 

９ 維持管理体制の ①発動発電機  
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必要な資器材 ②蓄電池 ・個別使用・配布する物は除く 

③投光機  

 ④コードリール  

 ⑤チェンソー  

 ⑥エンジンカッター  

 ⑦ろ水機・浄水機  

⑧可搬型消火ポンプ  

⑨排水ポンプ  

⑩ガソリン携行缶  
 
※ 上表に掲げる資器材の維持管理に要する消耗品類は除く。 

※ 補助対象品目は、原則として上表に掲げるものとするが、第３条に規定する用に供するもので、市 

長が特に必要と認める場合は、この限りでない。 

※ 消防法等関係法令により設置が義務付けられているものについては交付対象としない。 
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第１号様式 

担任   

 

防災資器材購入補助金交付申請書 
 

  年  月  日  

 

 （宛先）川 崎 市 長 

自主防災組織名                     

代表者住所                     

代表者役職・氏名 （役職）   （ 氏名）           

電    話                     

 

本年度において、次のとおり防災資器材の購入を計画しましたので、補助金の交付を申請します。なお、

本件防災資器材は、消防法等関係法令に基づく設置義務のあるものではなく、自主防災活動に供するため

購入するものです。 

 

１ 町内会・自治会等の名称                          

２ 自主防災組織の構成世帯数                   世帯  

３ 購入予定総額                             円  

４ 補助申請金額                             円  

５ 添付書類                      (1) 自主防災組織の編成表 

(2) 防災資器材購入品目一覧表 

(3) 見積書等（写） 

６ 本申請の連絡先              氏 名                   

電 話                   

 

 ※ 他の自主防災組織と連名で申請を行う場合は、本申請書のほか、「防災資器材購入補助金 

連名申請申出書（第２号様式）」を併せて提出してください。 

なお、連名申請の場合は、本様式には代表となる自主防災組織に係る情報を記入してく

ださい。 

備 考 

 

   暴力団員でないことを確認するため、本様式に記載された個人情報を神奈川県警察本部に照会する

ことについて同意します。 
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第２号様式 

 

 

防災資器材購入補助金 連名申請申出書 
 

 

  年  月  日  

 

 （宛先）川 崎 市 長 

 

連名申請に係る代表の 

自主防災組織名                     

代表者役職・氏名 （役職）   （ 氏名）           

 

       年  月  日付けで申請いたしました防災資器材購入補助金の交付について、次のとおり連名で

の申請としたいので申し出ます。 

 

 

（代表以外の自主防災組織） 

自主防災組織名  

代表者住所  

代表者役職・氏名 （役職）            （氏名）                     

電話  

町内会・自治会等の名称  

自主防災組織の構成世帯数  

添付書類 自主防災組織の編成表 

本申請の連絡先 氏名                  電話 
 

備 考 

 

暴力団員でないことを確認するため、本様式に記載された個人情報を神奈川県警察本部に照会する

ことについて同意します。 
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（継続用紙） 

 

 

自主防災組織名  

代表者住所  

代表者役職・氏名 （役職）            （氏名）                     

電話  

町内会・自治会等の名称  

自主防災組織の構成世帯数  

添付書類 自主防災組織の編成表 

本申請の連絡先 氏名                  電話 

 

 

 

 

 

自主防災組織名  

代表者住所  

代表者役職・氏名 （役職）            （氏名）                     

電話  

町内会・自治会等の名称  

自主防災組織の構成世帯数  

添付書類 自主防災組織の編成表 

本申請の連絡先 氏名                  電話 
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第３号様式 

 

防災資器材購入補助金交付決定通知書 

 

川 崎 市 指 令   第   号  

    年   月   日  

 

              川崎市 

                      

                      

  様  

 

      年  月  日付けで申請のありました川崎市自主防災組織防災資器材購入補助金につきまして

は、川崎市自主防災組織資器材購入補助金要綱の規定に基づき、次の条件をつけて交付することを決定し

ましたので通知します。 

 

         １  交 付 金 額           円 

 

 

 

 

 

 

        ２ 上記１の額が申請書の補助申請金額と異なる場合はその理由 

 

 

 

 

川崎市長               印    

 

（補助金交付の条件） 

１ この補助金は、申請のあった防災資器材の購入のためにのみ使用すること。 

２ 防災資器材を購入したときは、速やかに防災資器材購入報告書（第７号様式）を提出すること。 

３ 補助金を上記１以外の目的に使用したとき又は書類の記載事項に虚偽不正の行為が認められたとき

は、補助金の全部又は一部を返還すること。 

４ その他 （                                                           ）  

 

連名申請の場合の内訳 

52



第４号様式 

 

防災資器材購入補助金不交付決定通知書 

 

 

川崎市指令  第  号 

  年  月  日 

 

 

              川崎市 

                      

                    

  様 

 

      年  月  日付けで申請のありました川崎市自主防災組織防災資器材購入補助金の交付につき

ましては、次のとおり不交付と決定しましたので通知します。 

 

 

 

川崎市長          印    

 

 

 

 

交付しない理由 
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第５号様式 

担任   

 

防災資器材購入補助金交付申請取下届出書 
 

  年  月  日 

 

 （宛先）川 崎 市 長 

自主防災組織名                     

代表者住所                     

代表者役職・氏名 （役職）   （氏名）           

電    話                     

 

      年  月  日付け川崎市指令  第    号により交付決定通知のあった川崎市自主防災組織

防災資器材購入補助金について、当該補助金の交付の決定の内容又は交付の決定に付された条件のう

ち、次に掲げる事項について不服があるので、川崎市自主防災組織防災資器材購入補助金交付要綱第７

条第２項に基づき補助金の申請を取り下げます。 

 

不服のある交付の決定の内容又は交付の決定

に付された条件 
理由 

  

 

（連名申請の場

合に使用） 

 

代表となる自主

防災組織以外の

自主防災組織の

確認欄 

自主防災組織名                         

代表者住所                         

代表者役職・氏名 （役職）     （氏名）             

自主防災組織名                         

代表者住所                         

代表者役職・氏名 （役職）     （氏名）             

備 考 
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第６号様式 

担任   

 

防災資器材購入補助金交付変更申請書 
 

  年  月  日 

 

 （宛先）川 崎 市 長 

 

自主防災組織名                     

代表者住所                     

代表者役職・氏名 （役職）   （氏名）           

電    話                     

 

本年度において、次のとおり防災資器材の購入計画を変更しましたので、申請します。 

 

品   目 
変  更  前 変  更  後 

数量 金   額 数量 金   額 

     

     

     

     

     

     
 

（連名申請の

場合に使用） 

 

代表となる自

主防災組織以

外の自主防災

組織の確認欄 

自主防災組織名                         

代表者住所                         

代表者役職・氏名 （役職）     （氏名）             

自主防災組織名                         

代表者住所                         

代表者役職・氏名 （役職）     （氏名）             

備 考 
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第７号様式 

担任   

防災資器材購入報告書 

  年  月  日  

（宛先）川崎市長 

 

自主防災組織名                     

代表者住所                     

代表者役職・氏名 （役職）   （氏名）           

 

     年  月  日付け川崎市指令  第   号により交付の決定を受けた防災資器材購入補助金に

ついて、次のとおり防災資器材を購入しましたので、領収書（写）等を添えて報告します。 

品    目 数 量 金  額（円） 保管場所 

    

    

    

    

    

    

合     計         円  

※ 領収書は、品目、数量及び金額が記載されたものを添付すること。領収書に品目、数量及び金額の記載

がない場合は、それらが記載されている購入業者が発行した書類を添付すること。 

 

（連名申請の

場合に使用） 

 

代表となる自

主防災組織以

外の自主防災

組織の確認欄 

自主防災組織名                         

代表者住所                         

代表者役職・氏名 （役職）     （氏名）             

自主防災組織名                         

代表者住所                         

代表者役職・氏名 （役職）     （氏名）             

備 考 
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（継続用紙） 

 

品    目 数 量 金  額（円） 保管場所 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

合     計 
 

       円 
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 （継続用紙） 

（連名申請の

場合に使用） 

 

代表となる自

主防災組織以

外の自主防災

組織の確認欄 

自主防災組織名                         

代表者住所                         

代表者役職・氏名 （役職）     （氏名）             

自主防災組織名                         

代表者住所                         

代表者役職・氏名 （役職）     （氏名）             

自主防災組織名                         

代表者住所                         

代表者役職・氏名 （役職）     （氏名）             

自主防災組織名                         

代表者住所                         

代表者役職・氏名 （役職）     （氏名）             

自主防災組織名                         

代表者住所                         

代表者役職・氏名 （役職）     （氏名）             

自主防災組織名                         

代表者住所                         

代表者役職・氏名 （役職）     （氏名）             

自主防災組織名                         

代表者住所                         

代表者役職・氏名 （役職）     （氏名）             
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第８号様式 

 

防災資器材購入補助金交付額確定通知書 

 

 

  川   第    号 

  年  月  日 

 

 

              川崎市 

                      

                    

  様 

 

 

 

      年  月  日付け川崎市指令  第    号により交付決定した川崎市自主防災組織防災資器材

購入補助金について、次のとおり交付額を確定しましたので通知します。 

 

 

         交 付 確 定 金 額           円 

 

 

 

 

 

 

 

川崎市長        印    

 

 

 

 

 

 

 

連名申請の場合の内訳 
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第９号様式 

担任   

 

防災資器材購入補助金（概算）交付請求書 
 

  年  月  日  

 

 （宛先）川 崎 市 長 

 

自主防災組織名                     

代表者住所                     

代表者役職・氏名 （役職）   （氏名）        印  

電    話                     

 

 

      年  月  日付けで交付が決定されました川崎市自主防災組織防災資器材購入補助金につい

て、次のとおり交付を請求します。 

 

１ 補助金請求金額               円 

 

２ 振込先 

金 融 機 関 名 銀行                      支店 

預 金 種 別 １ 普通 ２ 当座 口座番号        

口 座 名 義 

（受取人）  

フリガナ  

名 義 

 

３ 委任状（請求人と受取人が違う場合は記入が必要となります。） 

委任者  自主防災組織名                        

代 表 者 住 所                        

代 表 者 氏 名                    印   

私は、次の者を代理人に定め、川崎市自主防災組織防災資器材購入補助金の受領に関する権限を委

任します。 

受任者 団体名                           

      住 所                           

      氏 名                      印    

※振込先の通帳の写し（表紙と表紙裏面（カナ氏名・支店名等が記載されている面））を添付して下さい。 

※口座名義（受取人）は正確に記入して下さい。 
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５ HUG、防災紙芝居、ぼうさい出前講座、ライブラリーについて     

 

（１）避難所運営ゲーム（川崎版ＨＵＧ） 

避難者のデータや物資などが書かれたカードを使い平面図（体育館等）にどれだけ

適切に配置できるか、避難所で発生する事態にどう対応していくか、机上で体験する

ゲームです。 
 

＜貸出内容＞ ※貸出期間：２週間程度 

・カードセット 

・平面図（体育館、校舎、学校敷地図） 

・カラーマジック 

・付せん 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

簡単に！ 

― 川崎版の主な特徴 ― 
  避難者は 100 人分 

（年齢構成や家族構成は川崎市人口に準拠） 

  時間経過に合わせてイベントが発生 

  ゲーム時間はおよそ９０分 

避難者カード 
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（２）なかはら防災紙芝居

●なかはら防災紙芝居の貸出を希望される場合は
　中原区役所危機管理担当（７４４－３１４１）
　までお問合せください



63



64



65

        

    令和

令和 令和



（３）川崎市ぼうさい出前講座 

 
 川崎市では、市が行う防災対策の説明や、各個人・家庭でできる防災対策の解説等

を行い、防災に対する理解と関心を深め、防災意識の高揚と地域の防災力向上を図る

ことを目的として、ぼうさい出前講座を実施しています。防災啓発のための講習会等

でご活用ください。 
ご利用を希望される方は、次の利用方法を確認の上、中原区役所危機管理担当まで 

お申し込みください。 
 

【利用方法】 

（１）講座内容等の相談 
講座内容や日程調整など事前に相談したい場合は、中原区役所危機管理担当へ

ご連絡ください。 
 
（２）受講申込書の提出 

講座の詳細が決まりましたら、実施日の３０日前までに必要事項を記入した

『川崎市ぼうさい出前講座受講申込書』（６９ページ）をご提出ください。 
 
（３）申込内容の確認・調整 

講座に使用する機材や資料の確認など、実施に向けた調整のため担当者から申

込者にご連絡することがございます。 
 
（４）受講結果報告書の提出 

出前講座の受講後、『川崎市ぼうさい出前講座受講結果報告書』（７２ページ）を

ご提出ください。 
 

 

66



川崎市ぼうさい出前講座実施要綱

（平成２３年 ４月１２日 局長専決）

（目的）

第１条 この要綱は、市民等の団体が主催する集会・訓練等に、職員又は、別に定め

る川崎市防災インストラクター（以下「インストラクター」という。）が講師とし

て出向き、川崎市ぼうさい出前講座（以下「出前講座」という。）を実施すること

により、自然災害に対する備えや市が行う防災対策についての理解と関心を深め、

市民等の意識の高揚や、地域の防災活動の活性化を図るとともに、市民等との協働

による防災体制の推進に寄与することを目的とする。

（対象）

第２条 出前講座を受講することができる者は、原則として市内に在住、在勤又は在

学する者で構成された団体とする。

（内容）

第３条 出前講座の内容は、概ね次のとおりとする。

 (1) 地震に対する備えや一般的知識 

 (2) 風水害に対する備えや一般的知識 

(3) その他防災対策に関する事項 

（実施場所）

第 4 条 出前講座の実施場所は、市内に限るものとする。 

（申込み等） 

第５条 出前講座を受講しようとする団体等の代表者（以下「申込者」という。）は、

原則として受講を希望する日の３０日前までに川崎市ぼうさい出前講座申込書（第

１号様式）を、市長に提出しなければならない。 

２ 出前講座の受講に係る施設の利用については、申込者の責任においてこれを行う

ものとする。 

（通知） 

第６条 市長は、前条第１項の規定による申込書を収受したときは、速やかに職員及

びインストラクター並びに申込団体との連絡調整を行い、実施の可否を川崎市ぼう

さい出前講座実施決定通知書（第２号様式）により申込者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の承諾をするときは、必要に応じて条件を付することができる。 

（実施の制限） 

第７条 市長は、当該団体等が開催する集会等が次の各号のいずれかに該当すると認

めるときは、出前講座を実施しない。 

 (1) 営利を目的とするもの 

 (2) 政治活動又は宗教活動を目的とするもの 

 (3) 活動の効果が特定の個人等にのみ帰属するもの 

(4) その他、出前講座の目的に反し、その実施が適当でないと認めるとき。 

（変更等の報告） 

第８条 第６条の規定により出前講座実施の承諾を受けた申込者は、開催日時、場所
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その他申込事項に変更があったとき、又は出前講座の受講を取り消そうとするとき

は、速やかに川崎市ぼうさい出前講座変更届出書（第３号様式）により市長に報告

しなければならない。ただし、軽微な変更についてはこの限りでない。 

（費用負担） 

第９条 講師の派遣費用は、無料とする。ただし、出前講座の受講に際して施設使用

料等が必要となるときは、受講者においてこれを負担するものとする。 

（結果報告） 

第１０条 出前講座を受講した団体等は、講座終了後速やかに川崎市ぼうさい出前講

座受講結果報告書（第４号様式）により市長に報告しなければならない。 

（事業実施の事務） 

第１１条 この事業の実施に関わる事務は、危機管理本部危機管理部で行うものとす

る。 

（補則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、危機管理監が別に定める。 

  附 則 

 この要綱は、平成１７年 ６月 ８日から施行する。 

  附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成１８年１２月１３日から施行する。  

 附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成２３年 ４月１２日から施行する。  

 附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成２８年 ４月 １日から施行する。  

 附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成３０年 ４月 １日から施行する。 

 附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和２年  ４月 １日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和４年  ４月 １日から施行する。 
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第１号様式（第５条関係） 

川崎市ぼうさい出前講座受講申込書 

年  月  日  

（宛て先）川 崎 市 長 

団 体 名               

代表者住所               

代表者氏名               

電 話 番 号    （    ）     

 川崎市ぼうさい出前講座を受講したいので、次のとおり申し込みます。 

実施希望日時 

第１希望      年  月  日（  ） 

         時  分から   時  分まで 

第２希望      年  月  日（  ） 

         時  分から   時  分まで 

実施場所 

名 称

住 所

受講人数 

集会等の名称 

及び目的 

名 称

目 的

講座内容 

備  考 

※受講に際して、要望等あれば御記入ください。 

注１）危機管理本部の業務及び派遣するインストラクターの関係上、日時等御希望に添えない

場合もありますのであらかじめ御了承ください。 

 注２）この講座では、質疑や意見交換はできますが、行政に対する苦情や要望を受ける場では

ありませんので御理解ください。 

 注３）その他、要綱第７条の規定に該当する場合、出前講座は実施できません。 
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第２号様式（第６条関係） 

川危管第   号 

年  月  日  

 団体名 

 代表者           様 

川崎市長  

川崎市ぼうさい出前講座実施決定通知書

     年  月  日付けで申込みのありました出前講座について、次のとおり

決定しましたのでお知らせします。 

実施の諾否 

１ 出前講座を実施します。 

２ 出前講座を実施できません。 

  理由 

日  時 
  年  月  日（  ） 

   時  分から   時  分まで 

実施場所 
名  称  

住  所  

派遣する者  

講座内容  

実施条件  

注１）日時、場所、講座内容の変更・取消等については、速やかに下記担当あて連絡してくだ

さい。 

 注２）この講座では、質疑や意見交換はできますが、行政に対する苦情や要望を受ける場では

ありませんので御理解ください。 

（問い合わせ）

川崎市危機管理本部危機管理部 

担当 

 電話：   －     

ＦＡＸ：   －     
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第３号様式（第８条関係） 

川崎市ぼうさい出前講座変更（取消）申込書 

年  月  日  

（宛て先）川 崎 市 長 

団 体 名               

代表者住所               

代表者氏名               

電 話 番 号    （    ）     

     年  月  日付けで申し込みました、川崎市ぼうさい出前講座について

変更（取消）したいので、次のとおり申し込みます。 

１ 次のとおり変更します。 

変更希望

日時 

第１希望      年  月  日（  ） 

         時  分から   時  分まで 

第２希望      年  月  日（  ） 

         時  分から   時  分まで 

実施場所 

名 称

住 所

受講人数 

受講内容 

備  考 

２ 受講を取り消します。 

取消しの理由 

注１）事由発生後、速やかに提出してください。 

注２）取消しの場合は、その理由を記入してください。 
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第４号様式（第１０条関係） 

川崎市ぼうさい出前講座受講結果報告書 

年  月  日  

（宛て先）川 崎 市 長 

団 体 名               

代表者住所               

代表者氏名               

電 話 番 号    （    ）     

 川崎市ぼうさい出前講座の受講結果について、次のとおり報告します。 

受講日時 
  年  月  日（  ） 

   時  分から   時  分まで 

実施場所 
名 称  

住 所  

受講人数  

受講結果記入欄

１ 今回の講座について（下欄の該当する番号を○で囲んでください。）

１） よく理解できた。 

２） 多少理解できた。 

３） 理解できなかった。 

４） その他（             ） 

２ 受講した感想（下欄に記入してください。）

その他 

※出前講座に対する御意見等ありましたら記入してください。 

注１）この報告書は、受講後速やかに提出してください。
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（４）川崎市ぼうさいライブラリー 

 
 川崎市では防災活動の推進を図ることを目的として、ＤＶＤ等の防災関係資料を 
貸出しています。防災啓発のための講習会等でご活用ください。 
ご利用を希望される方は、次の利用方法を確認の上、中原区役所危機管理担当まで 

お申し込みください。 
 

【防災関係資料】 

〇防災ツール   … 東日本大震災啓発パネル 

〇ＤＶＤ・ＶＨＳ … 幼児向けから一般向けまで 

〇データＣＤ   … 災害への備えに係る啓発資料や阪神淡路大震災時の資料等 

 
 利用数は１回３点まで、利用期間は２週間までです。 

 

【利用方法】 

（１）貸出状況の確認 
希望の資料が貸出可能かどうかを中原区役所危機管理担当（電話 744-3141）へ

お問合せください。 
 
（２）利用申請書を提出 

貸出の準備ができましたらご連絡しますので、必要事項を記入した『川崎市ぼ

うさいライブラリー利用申請書』（７６ページ）と『身分証明書』を危機管理担当

までご持参ください。  
 
（３）返却・確認書の提出 

資料の返却時に、『川崎市ぼうさいライブラリー返却確認書』（７７ページ）をご

提出ください。 
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川崎市ぼうさいライブラリー実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市民の防災意識の高揚と防災活動の推進を図ることを目的として、総務企画局危

機管理室が所有するＣＤ・ＤＶＤ・ビデオテープ・図書などの防災事業関連資料（以下「ぼうさ

いライブラリー」という。）の利用について、必要な事項を定める。 

 

（利用者の範囲） 

第２条 ぼうさいライブラリーを利用することができる者は、次に掲げる者とする。 

（１） 市内に居住又は勤務する者 

（２） 市内に所在する学校の関係者 

（３） 市内の公共的団体、企業等の関係者 

（４） 前各号に掲げる者のほか、市長が適当と認める者 

 

（利用手続き） 

第３条 ぼうさいライブラリーを利用する者は、ぼうさいライブラリー利用申請書（第１号様式）を市

長に提出しなければならない。 

 

（利用数） 

第４条 利用数は、１回３点までとする。 

 

（利用期間） 

第５条 利用期間は、２週間とする。ただし返却日が閉庁日にあたるときは、その翌開庁日までとす

る。また、利用の延長に相当の理由があると認められるときは、この限りではない。 

２ 利用に伴う貸出し及び返却の時間は、午前８時３０分から午後５時までとする。 

 

（利用順位） 

第６条 利用順位は、原則として受付番号の順とする。 

 

（利用除外） 

第７条 次の各号のいずれかに該当するときは、貸出しを行わないこととする。 

（１）公務の都合上、支障があると認められるとき。 

（２）その他貸出しが適当でないと認められるとき。 
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（利用者の遵守事項） 

第８条 利用者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

（１）借り受けた物件のき損等の防止に努めること。 

（２）利用後は、借り受けた物件にぼうさいライブラリー返却確認書（第２号様式）を添えて返却するこ

と。又、紛失、き損したときは、返却時の状態を記載し、総務企画局危機理室の指示に従うこと。 

（３）借り受けた物件を転貸してはならない。 

（４）借り受けた物件を複製しないこと。 

（５）借り受けた物件は、会費等を徴収して上映しないこと。 

（６）ビデオテープを返却するときは、巻き戻しをして返却すること。 

 

（費用） 

第９条 利用は無料とする。 

 

（破損又は紛失した場合の措置） 

第１０条 利用者が故意又は過失によりぼうさいライブラリーを紛失、き損したときは、利用者に対し

て修復又は購入に必要な費用のうちの相当額を請求するものとする。ただし、市長が特別な事

情があると認めた場合は、この限りではない。 

 

（事務） 

第１１条 ぼうさいライブラリーに関する事務は、主として総務企画局危機管理室が行う。 

２ 前項の規定に関わらず、次の各号に掲げる事務は、区役所が協力して行うものとする。 

（１） 利用相談への応対 

（２） 利用申請書・返却確認書の受理 

（３） 物件の貸出し・返却 

 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は危機管理監が定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

この要綱は、平成１９年 １月１２日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２８年 ４月 １日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３０年 ４月 １日から施行する。 
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担当   
   

 

川崎市ぼうさいライブラリー利用申請書 

令和  年  月  日   
 
（あて先） 

   川 崎 市 長 
 
                   （申請者） 

                     住 所                 

                     氏 名                 

                     団体名                 

                     電 話                 
 
  次の内容により借用します。 
 

使用目的  

貸 出 日  年   月   日  返却予定日  年   月   日  

内 
 
容 

番 号 題  名 数 量 区 分（該当に○） 

   DVD・ビデオ・その他(       ) 

   DVD・ビデオ・その他(       ) 

   DVD・ビデオ・その他(       ) 

 （備考） 
 
 

 

 

 

（所管課） 第１号様式（第４条） 

本人確認 
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返却担当   
   

 

川崎市ぼうさいライブラリー返却確認書 

令和  年  月  日   
 

（あて先） 
   川 崎 市 長 
                      （返却者） 
                          住 所                 
                          氏 名                  
                          団体名                 
                          電 話     （   ）       
 
  令和  年  月  日付けで借り受けた物件について、次のとおり返却します。 

返 
却 
状 
態 

番 号 題  名 数 量 区 分（該当に○） 

   CD・DVD・ビデオ・その他(       ) 

   CD・DVD・ビデオ・その他(       ) 

   CD・DVD・ビデオ・その他(       ) 

利 
用 
結 
果 
報 
告 

利用（鑑賞）日時 利用(鑑賞)場所 利用(鑑賞)人数 

令和   年   月   日   

（利用した感想） 

 （その他）※ぼうさいライブラリーへの御意見・追加リクエスト等ありましたら記入してください。 
 
 

 

第２号様式（第８条） 

区返却印 

※紛失、き損した場合は、修復や購入に必要な費用の相当額を請求することがあります。 
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６ 自主防災組織リーダー等養成研修について                    

 
災害時に地域防災活動を行うリーダーとしての役割の習得及び知識の向上に役立てられ

るよう、自主防災組織の代表者や防災担当者向けの研修会を実施しております。 
詳細が決まりましたら、各自主防災組織宛てにお知らせいたします。 

 
【直近の研修内容】 
 令和３年度…コロナ禍での適切な避難所運営について 

 令和４年度…震災対策シミュレーション訓練 

令和５年度…災害時におけるリーダーの役割、発災初動時の防災活動 
令和６年度…発災初動期の避難所運営について 
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７ 災害時要援護者避難支援制度ついて                  

（１）災害時要援護者避難支援制度への協力について（お願い） 

 
 災害時に避難勧告等の災害情報の入手が困難な方や、自力で避難することが困難な方等を

地域で支援できる体制作りを目指し、川崎市では平成 19 年 12 月から「災害時要援護者避

難支援制度」を開始しています。 
 地域の皆様の共助により要援護者の安否確認や避難誘導等の体制作りが進むよう、今後も

取組にご協力をいただきますようお願いします。 
 

 
 
 登録があった場合の組織等の主な流れ  
① 登録者名簿の配布【区危機管理担当⇒自主防災組織】 
➢ 地域への情報提供について同意される災害時要援護者の方から、市に名簿登録の申

込をしていただきます。区危機管理担当では、支援組織となっていただく自主防災組

織等へ名簿や個票等を提供します。（なお、提供情報には「登録申込者訪問票（※）」

が含まれる場合と含まれない場合があります。） 
 
② 名簿の受領～初回訪問【自主防災組織】 

  ➢ 地域にて訪問者や訪問日を調整の上、要援護者（もしくは親族等）へ訪問いただき、

「要援護者本人の防災対策」を説明いただき、また「いつどのような支援が必要か」

等の聞き取りをお願いします。 
 
③ 訪問後【自主防災組織⇒区危機管理担当】 

  ➢ 面談内容を「要援護者・個別状況一覧表（９１ページ）」に記入し、中原区役所危

機管理担当にご提出ください。 
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【（※）参考：登録申込者訪問票について】 
 
災害時要援護者避難支援制度の登録促進のため、前年９月１日以降に要介護３～５及び身

体障害等級１～３級に認定された方々へダイレクトメールを送付し、登録の意向確認を行っ

ています（年１回実施）。 
ダイレクトメールにより登録申込をされた方を対象に、市が委託した事業者が戸別訪問を

実施します。 
この個別訪問では、登録申込者に対して、制度趣旨の説明や申込者情報の確認を行い、確

認内容を「登録申込者訪問票」としてまとめ、各自主防災組織にも「訪問票」の写しを提供

します。 
なお、ダイレクトメールにより登録申込をされた方に対してのみ、事業者による戸別訪問

を実施していますので、例えば区役所で直接申し込みされた方等については、事業者による

戸別訪問は行っておらず、訪問票の提供もないことをご了承ください。 
 

 
 
 
参考資料 
 災害時要援護者避難支援制度の参考資料として、支援ガイドや支援ポイントをまとめた冊

子がありますので、併せてご参照ください。 
 
 【支援ガイド（支援組織用）】   【災害ごとの支援のポイント】 
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（２）要援護者名簿の配布について 

 

① 登録を希望する方が区役所に申請（代理者による申請も可） 

② 申請内容を確認・登録 

③ 登録内容を元に市役所が申請者の個票を作成、区役所へ原本と写しを送付 

④ 区役所は自主防災組織や民生委員に個票（写）を送付、新規登録者への初回訪問を依頼 

  （廃止者が出た場合は、自主防災組織に該当の方の個票（写）の返却を依頼） 

⑤ 日ごろの訪問活動や個票（写）で得た情報を活用し、登録者の状況を把握する 

⑥ 災害発生時、※可能な限り、逃げ遅れを防ぐための手助けを行う 

※本制度の登録は、避難支援を必ず約束するものではありません。 

 

【イメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

※要援護者登録名簿・個票の配布について 

 配布方法 受け取った後にすること 

新規登録者 

レターパック 

（配達員手渡し） 

・受け取った名簿と個票をまとめて保管 

・新規登録者へ初回訪問を実施 

・訪問結果を「個別状況一覧表」に記載 

廃止者 
・過去に受け取った個票から該当のものを返却 

・名簿から廃止者の記載を手書き抹消 

 

登録希望者 

自主防災組織 

民生委員 

健康福祉局 

市役所 区役所 

危機管理担当 

高齢・障害課 

地域ケア推進課 

確認 

登録 

個票(写) 
送付 

個票送付 
個票（写） 
送付 

 
訪問依頼 

申請 

個票(写) 
送付 

協力 
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mailto:65kikika@city.kawasaki.j


〒　211-8570

電話番号：044-744-3141 FAX番号：044-744-3346

携帯番号：    e-mail：

世帯構成：単身世帯

身体障害等級： 要介護状態区分：
障害名区分 　： （　　　　） 知的障害程度　 ：

（　　　　） 精神障害等級　 ：
（　　　　）
（　　　　）
（　　　　）

　歩行困難　　足腰等が弱く移動に時間がかかる。

　○○町会

　○○町会

住所

【　メ　　　　モ　】

電話

本人との
関係

電話

本人との
関係

電話

民生・児童委員

その他協力団体

【緊 急 連 絡 先 等】

氏名

住所

氏名

【協 力 団 体 名 等】

協力団体名

支援者名

町内会・自治会

自主防災組織

消防団

住所
　　　川崎市中原区小杉町３－２４５

連絡先

世帯構成

状態区分

身体状況等

フリガナ 　　ナカハラ　タロウ
年齢 80歳

氏名 　　中原　　太郎
性別 男

管理団体名

川崎市災害時要援護者登録台帳（個票） 代表者名

電話番号

【　基　本　情　報　】

登録番号 30000000 新規申込日 令和6年4月1日
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  災害時要援護者を訪問する際の基本的なマニュアルを作成しました。 
  しかしながら、地域支援団体の状況や訪問先の状況により対応が多少異なる

と思われますので、臨機応変に対応していただければと思います。 
 
１ 訪問する前に個票で要援護者の状態を確認してください。 
   ※事前に要援護者の状態を把握することで、スムーズな面談ができます。 
     なお、訪問はできる限り複数の方でお願いします。 
 
 
 
 
 
 
２ 確認が終わったら訪問の手順を決めます。 
  訪問日の決定 
    電話連絡が可能 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

はい 

いいえ 

訪問日決定 

ファクスやメモなどを要援護者宅

に置くなどして、連絡をもらう。聴

覚障害などで手話通訳が必要な場

合などは、準備してもらうことも大

切です。 

必ず、「中原区役所から災害時要援護者の

名簿を受け取った、○○町内（自治）会・

民生委員の△△です。災害時の支援のた

め、事前に面談を行います」と言ってく

ださい。 

要援護者単独での面談が難しいことが想定される場合（認知

症、知的・精神障害ほか）は、親族や緊急連絡先の方に同席

していただくよう事前にお願いしてください。 

ポイント 

１ 障害者なのか高齢者なのか 
２ 障害の内容は、身体障害、知的障害、

精神障害のいずれか 
３ 高齢者は、介護認定状況は？ 

川崎市災害時要援護者

登録台帳（個票）を参考

にしてください 

94



３ 面談の時にお話しいただくこと 
  要援護者本人の防災対策（日ごろの対策） 
  ・家具などの転倒防止はできていますか？ 
  ・備蓄品や非常持出品は準備できていますか？ 
   （特に高齢者は、常備薬の確認が必要です） 
  ・災害時の避難場所、避難経路は分かっていますか？ 

    ・要援護者（緊急連絡先や親類の方も含めて）が携帯電話を使用していれ

ば、メール配信システムへの登録を勧めてください。⇒「備える。かわ

さき」『災害時の情報は』を参照。 
 

 いつ、どのような支援が必要か    
  ・具体的な災害を想定（風水害・土砂災害・震災） 
    例）マンションや団地の高層階に住んでいる方や急傾斜地が近隣になく、

浸水やがけ崩れの恐れがない⇒震災のみの対応でよいのか。 
    ※風水害・土砂災害・震災で支援の方法や時期（震災は事前支援が難し 

い）は違いますので注意してください。  
・支援の必要な時間帯は昼・夜？ 

  （要援護者単身世帯以外で家族と同居していれば、昼間のみ支援が必要な

場合があります） 
  ・親類などの緊急連絡先はどちらですか？ 
  （後日、教えていただいた緊急連絡先へ連絡をして、連絡体制の確認をし

てください。災害時にいきなり連絡しても不信感をもたれるかもしれま

せん） 
  ・どのような支援を望んでいますか？ 
    例）早めに電話をもらえれば、子どもが近くにいるので避難はできる 
        自分だけでは不安なので、夫の避難を手伝って欲しい。 

目が不自由なので、避難所まで誘導して欲しい。 
足腰が弱っているので避難所まで運んで欲しい。 

 

●面談で確認した内容は、要援護者に確認しながら個票のメモ欄などに記入

しましょう。 

   
 
     
 
 
 
 

この制度は、地域の中の助け合いで成り立つものですから、 
要援護者からの支援の要望について、できることとできない

ことがあることや災害時は、必ず助けに来られるとは限らな

いので、自身で避難することも日ごろから意識していただく

よう伝えてください。 

ポイント 
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４ 訪問が終了したら 
     ・各町内（自治）会長に報告をお願いします。その結果を個別状況一覧表

に記入いただき、中原区役所危機管理担当へ御提出願います。 
 
●家族の状態（要援護者を除く）や緊急連絡先の変更については、区役所でも

把握することができません。したがいまして、今回の面談後も引き続き要援護

者とコミュニケーションができる関係を作っていただきますようお願いします。 
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（４）川崎市災害時要援護者避難支援制度実施要綱（抜粋） 

 
（目的） 
第１条 この要綱は、災害時要配慮者のうち災害時に避難勧告などの災害情報の入手が困難

な者、自力で避難できない者及び避難に時間を要する者などを災害時要援護者（以下「要

援護者」という。）とし、そのうち家族などの支援が望めない者を対象として、本人の申

込みにより川崎市（以下「本市」という。）が作成した災害時要援護者避難支援制度登録

者名簿（以下「名簿」という。）をあらかじめ地域の支援組織に提供し、登録した要援護

者が迅速かつ的確に避難できるよう、地域における共助による避難支援体制作りを進める

「災害時要援護者避難支援制度」を実施するため、必要な事項を定めることを目的とする。 
（登録対象者） 
第２条 本制度に登録できる者は、次の各号のいずれかに該当する者で、自力又は家族等の

支援のみでは災害時に避難が困難で、避難支援を受けるために、本市が保有する個人情報

の目的外利用及び支援組織への提供について同意し、かつ、在宅で生活している者とする。 
（１）高齢者 
（２）障害者 
（３）その他支援を必要としている者 
（支援組織） 
第３条 この要綱において、支援組織とは、次のとおりとする。 
（１）町内会・自治会 
（２）自主防災組織 
（３）民生委員・児童委員 
２ 支援組織は、災害時に、名簿に登録された要援護者（以下「登録者」という。）に対し、

地域で災害情報の伝達、安否確認及び避難支援等（以下「支援等」という。）を行うもの

とする。 
３ 支援組織は、平素から登録者の状況の把握や支援者の確保など必要な体制の構築に努め

るものとする。 
（登録の手続き等） 
第４条 名簿への登録を希望する者は、災害時要援護者避難支援制度登録申込書（第１号様

式。以下「申込書」という。）により区長に申し込むものとする。 
２ 登録希望者が障害等により登録の手続きが困難な場合には、代理により申し込むことが

できるものとする。 
３ 登録希望者は、次条で定める登録情報の支援組織への提供について同意するものとする。 
４ 区長は、第１項の規定に基づく登録の申込が行われた場合、申込内容について審査し、

速やかに名簿に登録するものとする。 
（登録情報） 
第５条 名簿に登載される登録情報は、次のとおりとする。 
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（１）登録番号 
（２）氏名カナ 
（３）氏名漢字 
（４）年齢 
（５）性別 
（６）住所 
（７）連絡先 
（８）世帯状況 
（９）身体状況 
（１０）介護保険要支援・要介護認定区分 
（１１）身体障害（障害等級・障害区分） 
（１２）知的障害（障害程度） 
（１３）精神障害（障害等級） 
（登録内容の変更） 
第６条 登録者は、登録申込時に自ら提供した情報について変更が生じた場合は、災害時要

援護者避難支援制度登録内容変更・抹消届出書（第２号様式。以下「変更・抹消届出書」

という。）により、速やかに区長に届け出るものとする。 
２ 区長は、前項の規定による届出を受けたときは、速やかに名簿の登録内容（以下「名簿

情報」という。）を変更するものとする。 
３ 区長は、名簿の登録項目に変更があったことを知った場合で、登録者から第 1 項の規

定に基づく変更の申出がなされなかったときは、職権により名簿情報の変更をすることが

できるものとする。 
（名簿の提供） 
第７条 区長は、第４条の規定に基づき新規に名簿を作成したとき及び前条の規定により名

簿登録情報の変更を行ったときは、速やかに名簿を支援組織に提供するものとする。 
（受領書の提出） 
第８条 支援組織は、前条の規定により名簿を受領したときは、速やかに災害時要援護者の

名簿受領書（第３号様式）を区長に提出しなければならない。 
（名簿情報の保護） 
第９条 支援組織は、第７条の規定により名簿の提供を受けたときは、次の各号に掲げる事

項を遵守しなければならない。 
（１）名簿情報の漏えいや拡散がないよう適切に管理すること。 
（２）災害時の避難支援活動以外の目的に使用しないこと。 
（３）町内会・自治会、自主防災組織においては、原則として組織の代表者が名簿を管理す

ること。 
（４）名簿は原則として複写しないこと。 
（５）支援組織において、組織の代表者以外の者が支援者となる場合は、当該支援者が受け

持つ要援護者に係る情報のみを必要かつ最小限の範囲で伝えること。 
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２ 支援組織は、前項各号に掲げる事項に反した場合には、速やかに区長に報告しなければ

ならない。 
３ 区長は、支援組織に名簿情報の保護に関して、必要に応じ指示又は調査を行うことがで

きる。 
（登録の抹消） 
第１０条 登録者は、登録情報の抹消を求める場合には、変更・抹消届出書を区長に提出す

るものとする。 
２ 区長は、前項の届出があったときは、速やかに登録の抹消をするものとする。 
３ 区長は、登録者が次に掲げる事項のいずれかに該当する場合には、登録を抹消すること

ができるものとする。 
（１）登録者が死亡したとき。 
（２）登録者が市外に転出したとき。 
（３）登録者が第２条の要件に該当しなくなったと認められるとき。 
（市の責務） 
第１１条 市は、この要綱に基づき実施される災害時要援護者避難支援制度について、次の

事項について配慮しなければならない。 
（１）真に支援が必要な要援護者からの名簿登録を促進するため、地域との連携等による普

及啓発を実施すること。 
（２）地域の支援組織の支援体制構築に当たっての指導・助言など、必要な支援を実施する

こと。 
（補則） 
第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は総務企画局危機管理監及び健康福祉

局長が協議の上、別に定める。 
附 則 

この要綱は、平成１９年１２月３日から施行する。 
附 則 

（施行期日） 
１ この要綱は、平成２４年２月１６日から施行する。 

（経過措置） 
２ 改正前の要綱の規定により調製した帳票で現に残存するものについては、必要な箇所を

訂正した上、引き続きこれを使用することができる。 
附 則（平成２８年３月３１日２７川総危第１４４２号） 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 
附 則（平成３０年３月２９日２９川総危第１４４２号） 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 
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８ 避難所運営会議について                          

 

（１）避難所運営会議の活動について 

 

災害時 

 ・避難所運営マニュアルを用いた避難所の運営 

 
  災害への備えは避難所運営マニュアルの整備等、平常時からの取組が重要です。 

より円滑な避難所運営に向けた取組の主な流れは次のとおりとなります。 
 
平常時 

ア 避難所運営会議の開催 

   自主防災組織及び施設管理者等による避難所運営会議を開催し、避難所運営に

向けた協議を行う。 
 

 イ 避難所運営会議の名簿の修正 

(ｱ) 各町内会・自治会、自主防災組織から避難所運営会議のメンバーを選出する。  
(ｲ) 委員長は避難所代表者、副委員長は避難所代表者以外の各町内会・自治会、

自主防災組織の代表者、施設管理者及びＰＴＡ会長とする。  
(ｳ) 構成団体間で協議し、各班の班長、副班長を決定する。 

   ※各避難所運営会議の名簿更新については、避難所ごとの更新、取りまとめ、

保管をお願いします。 

 

ウ 避難所運営マニュアルの内容確認及び見直し 
避難所のルールや施設の使用箇所等、協議が必要な事項については、避難所運

営会議の中で話し合いの上、決定する。 
 

エ 避難所開設・運営訓練の実施 

(ｱ) マニュアルを基に訓練を実施する。  
(ｲ) 訓練結果を検証し、マニュアルの見直しが必要な場合は随時見直しを行う。 

 
★ 避難所の運営は地域住民だけが行うものではなく、市や区といった行政組織、

施設管理者である学校が協働で行うものです。避難所は「共助の場」です。 

避難者を含めて、全ての方が避難所運営に携わり、その中で運営会議の班長

や班員には中心的な役割が期待されます。  
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（２）避難所運営会議促進助成金について 

中原区内の避難所運営会議の活動を促進するため、平成 26 年度から「避難所

運営会議促進助成金」制度を定めています。中原区自主防災組織連絡協議会から

助成金を交付します。 
 

ア 対 象 者：区内の避難所運営会議 
イ 対象内容：避難所運営会議、避難所開設訓練を実施した際に要した経費 

（訓練に要する物品、切手、事務用品等） 
ウ 助成金額：各避難所運営会議の年度ごとの上限は１万５千円 
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（３）中原区避難所運営会議促進助成金の交付に係る内規 

 

 

（目的） 

第１条 この内規は、中原区内の避難所運営会議が災害発生の際にその機能を十分発揮

できるよう、平常時の活動を促進するため、中原区自主防災組織連絡協議会（以下「

協議会」という。）が避難所運営会議に対し、予算の範囲内で、避難所運営会議の活動

に要する経費（以下「経費」という。）の助成を行うために必要な事項について定める

ことを目的とする。 

 

（補助対象） 

第２条 助成金の交付対象は、避難所運営会議とする。 

２ この内規において「避難所運営会議」とは、地域の人たちや団体等から構成され、

地震等の災害時における避難所の円滑な運営と平常時における地域住民への防災啓発

や避難所運営に係るマニュアル作成等を行う役割を担う組織をいう。 

 

 （交付の対象とする活動） 

第３条 交付の対象とする避難所運営会議の活動の種別は、次の各号に掲げるとおりと

する。 

（１）避難所運営会議 

（２）避難所開設訓練 

 

（交付の対象とする経費） 

第４条 交付の対象とする経費の種別は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）訓練に要する物品、啓発品 

（２）切手代 

（３）事務用品 

（４）その他、協議会会長が第３条に掲げる活動に必要と認めるもの 

 

（助成金の額） 

第５条 避難所運営会議等に対する助成金の額は、前条に掲げる経費の実費分（１００

円未満切り捨て）とする。 

２ 各避難所運営会議について、年度ごとに交付することのできる上限の額は、１万５

千円とする。 

 

（交付の申請） 

第６条 交付を受けようとする避難所運営会議の代表者（以下「代表者」という。）は、

第４条に規定する経費を支出したときは、必要な事項を記載した中原区避難所運営会

議促進助成金申請書（第１号様式）(以下「申請書」という。）に、領収書及び明細書

またはそれに準じるものと、活動を実施したことを証明する書類を添付し、協議会会

長あてに提出しなければならない。 
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（交付の決定） 

第７条 協議会会長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審

査し、交付する助成金の額を決定する。 

２ 協議会会長は、前項の規定により助成金の額を決定したときは、中原区避難所運営

会議促進助成金交付決定通知書（第２号様式）により代表者に通知する。 

 

（助成金の受領） 

第８条 助成金は、前条による交付決定後、原則として、代表者が受領するものとする。

ただし、委任状により代表者の委任を受けた者については、代表者に代わって助成金

を受領することができる。 

 

（返還） 

第９条 協議会会長は、助成金の交付を受けた者が、虚偽その他不正の手段で助成金の

交付を受けたときは、助成金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

 

 （その他） 

第１０条 この内規に定めのない事項については、協議会役員会において定める。  

   

  附 則 

（施行期日） 

この内規は、平成26年５月27日から施行し、平成26年４月１日から適用する。 

この内規は、令和５年８月２日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 
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（第１号様式） 

 

中原区避難所運営会議促進助成金申請書 

 

令和  年  月  日  

 

（あて先）中原区自主防災組織連絡協議会会長 

 

 

避難所運営会議名                   

代表者住所                   

代表者氏名                   

電   話 （     ）   －       

 

次のとおり活動を実施し、経費を支出しましたので、助成金の交付を申請します。 

 

活動内容 

（当てはまる項目にチェック）
 □ 避難所運営会議      □ 避難所開設訓練 

実施日時 令和   年   月   日（   時  分 から    時  分まで） 

実施場所  

参加人数  

申 請 額 円 
既に助成を

受 け た 額 
円 

添付書類 

 

□ 領収書 
 
□ 明細書（納品書等） 
 
□ 報告書等 

 

備 考 
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（第２号様式） 

 

中原区避難所運営会議促進助成金交付決定通知書 

 

令和  年  月  日  

 

 

（避難所運営会議）                 

（代表者）                 様 

 

 

中原区自主防災組織連絡協議会会長        ㊞  

 

 

年 月 日付けで申請のありました避難所運営会議促進助成金の交付額につきまして

は、次のとおり決定しましたので通知します。 

 

 

助成金交付額                円 

 

 

 

（助成金交付の条件） 

 虚偽その他不正の手段で助成金の交付を受けたときは、助成金の全部又は一部を返還させる。 

 

 

領収証 

 

中原区自主防災組織連絡協議会 会長 あて 
 

 

 

避難所運営会議促進助成金として          円を領収しました。 
 

 

 

令和   年   月   日  

 

 

 受領者氏名              ㊞  
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中原区役所 危機管理担当 
 
〒２１１－８５７０ 
中原区小杉町３－２４５（中原区役所４階） 
ＴＥＬ ０４４（７４４）３１４１ 
ＦＡＸ ０４４（７４４）３３４６ 
Ｅ-mail 65kikika@city.kawasaki.jp 
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